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参照条文 

 

○日本国憲法（抄） 

 

第二十九条 財産権は、これを侵してはならない。 

② 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。 

③ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。 

 

○所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法 
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第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、社会経済情勢の変化に伴い所有者不明土地が増加していることに鑑み、所
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有者不明土地の利用の円滑化及び管理の適正化並びに土地の所有者の効果的な探索を図るた

め、国土交通大臣及び法務大臣による基本方針の策定について定めるとともに、地域福利増進

事業の実施のための措置、所有者不明土地の収用又は使用に関する土地収用法（昭和二十六年

法律第二百十九号）の特例、土地の所有者等に関する情報の利用及び提供その他の特別の措置

を講じ、もって国土の適正かつ合理的な利用に寄与することを目的とする。 

（令四法三八・一部改正） 

（定義） 

第二条 この法律において「所有者不明土地」とは、相当な努力が払われたと認められるものと

して政令で定める方法により探索を行ってもなおその所有者の全部又は一部を確知することが

できない一筆の土地をいう。 

２ この法律において「特定所有者不明土地」とは、所有者不明土地のうち、現に建築物（物置

その他の政令で定める簡易な構造の建築物で政令で定める規模未満のもの又はその利用が困難

であり、かつ、引き続き利用されないことが確実であると見込まれる建築物として建築物の損

傷、腐食その他の劣化の状況、建築時からの経過年数その他の事情を勘案して政令で定める基

準に該当するもの（以下「簡易建築物等」という。）を除く。）が存せず、かつ、業務の用そ

の他の特別の用途に供されていない土地をいう。 

３ この法律において「地域福利増進事業」とは、次に掲げる事業であって、地域住民その他の

者の共同の福祉又は利便の増進を図るために行われるものをいう。 

一 道路法（昭和二十七年法律第百八十号）による道路、駐車場法（昭和三十二年法律第百六

号）による路外駐車場その他一般交通の用に供する施設の整備に関する事業 

二 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による学校又はこれに準ずるその他の教育の

ための施設の整備に関する事業 

三 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）による公民館（同法第四十二条に規定する公

民館に類似する施設を含む。）又は図書館法（昭和二十五年法律第百十八号）による図書館

（同法第二十九条に規定する図書館と同種の施設を含む。）の整備に関する事業 

四 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）による社会福祉事業の用に供する施設の整備

に関する事業 

五 病院、療養所、診療所又は助産所の整備に関する事業 

六 公園、緑地、広場又は運動場の整備に関する事業 

七 住宅（被災者の居住の用に供するものに限る。）の整備に関する事業であって、災害（発

生した日から起算して三年を経過していないものに限る。次号イにおいて同じ。）に際し災

害救助法（昭和二十二年法律第百十八号）が適用された同法第二条第一項に規定する災害発

生市町村の区域内において行われるもの 

八 購買施設、教養文化施設その他の施設で地域住民その他の者の共同の福祉又は利便の増進

に資するものとして政令で定めるものの整備に関する事業であって、次に掲げる区域内にお

いて行われるもの 

イ 災害に際し災害救助法が適用された同法第二条第一項に規定する災害発生市町村の区域 

ロ その周辺の地域において当該施設と同種の施設が著しく不足している区域 
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九 備蓄倉庫、非常用電気等供給施設（非常用の電気又は熱の供給施設をいう。）その他の施

設で災害対策の実施の用に供するものとして政令で定めるものの整備に関する事業 

十 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）

による再生可能エネルギー発電設備のうち、地域住民その他の者の共同の福祉又は利便の増

進に資するものとして政令で定める要件に適合するものの整備に関する事業 

十一 前各号に掲げる事業のほか、土地収用法第三条各号に掲げるもののうち地域住民その他

の者の共同の福祉又は利便の増進に資するものとして政令で定めるものの整備に関する事業 

十二 前各号に掲げる事業のために欠くことができない通路、材料置場その他の施設の整備に

関する事業 

４ この法律において「特定登記未了土地」とは、所有権の登記名義人の死亡後に相続登記等

（相続による所有権の移転の登記その他の所有権の登記をいう。以下同じ。）がされていない

土地であって、土地収用法第三条各号に掲げるものに関する事業（第二十七条第一項及び第四

十三条第一項において「収用適格事業」という。）を実施しようとする区域の適切な選定その

他の公共の利益となる事業の円滑な遂行を図るため当該土地の所有権の登記名義人となり得る

者を探索する必要があるものをいう。 

（令三法三〇・令四法三八・一部改正） 

 

第二章 基本方針等 

 

（基本方針） 

第三条 国土交通大臣及び法務大臣は、所有者不明土地の利用の円滑化及び管理の適正化並びに

土地の所有者の効果的な探索（以下「所有者不明土地の利用の円滑化等」という。）に関する

基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 所有者不明土地の利用の円滑化等の意義及び基本的な方向 

二 所有者不明土地の利用の円滑化等のための施策に関する基本的な事項 

三 特定所有者不明土地を使用する地域福利増進事業に関する基本的な事項 

四 特定登記未了土地の相続登記等の促進に関する基本的な事項 

五 第四十五条第一項に規定する所有者不明土地対策計画の作成に関する基本的な事項 

六 前各号に掲げるもののほか、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する重要事項 

３ 国土交通大臣及び法務大臣は、基本方針を定めようとするときは、関係行政機関の長に協議

しなければならない。 

４ 国土交通大臣及び法務大臣は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（令四法三八・一部改正） 

（国の責務） 

第四条 国は、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する
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責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う所有者不明土地の利用の円滑化等に関する取組のため

に必要となる情報の収集及び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、所有者不明土地の利用の円滑化等に関

し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、所有者不明土地の利用の円滑化等に関し、国との適切な役割分担を踏

まえて、その地方公共団体の区域の実情に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 市町村は、その区域内における所有者不明土地の利用の円滑化等の的確な実施が図られるよ

う、この法律に基づく措置その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 都道府県は、前項の市町村の責務が十分に果たされるよう、市町村相互間の連絡調整を行う

とともに、市町村に対し、市町村の区域を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行う

よう努めなければならない。 

（令四法三八・一部改正） 

 

第三章 所有者不明土地の利用の円滑化及び管理の適正化のための特別の措置 

（令四法三八・改称） 

第一節 地域福利増進事業の実施のための措置 

第一款 地域福利増進事業の実施の準備 

 

（特定所有者不明土地への立入り等） 

第六条 地域福利増進事業を実施しようとする者は、その準備のため他人の土地（特定所有者不

明土地に限る。次条第一項及び第八条第一項において同じ。）又は当該土地にある簡易建築物

等その他の工作物に立ち入って測量又は調査を行う必要があるときは、その必要の限度におい

て、当該土地又は工作物に、自ら立ち入り、又はその命じた者若しくは委任した者に立ち入ら

せることができる。ただし、地域福利増進事業を実施しようとする者が国及び地方公共団体以

外の者であるときは、あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、当該土地の所在地を

管轄する都道府県知事の許可を受けた場合に限る。 

（令四法三八・一部改正） 

（障害物の伐採等） 

第七条 前条の規定により他人の土地又は工作物に立ち入って測量又は調査を行う者は、その測

量又は調査を行うに当たり、やむを得ない必要があって、障害となる植物又は垣、柵その他の

工作物（以下「障害物」という。）の伐採又は除去（以下「伐採等」という。）をしようとす

るときは、国土交通省令で定めるところにより当該障害物の所在地を管轄する都道府県知事の

許可を受けて、伐採等をすることができる。この場合において、都道府県知事は、許可を与え

ようとするときは、あらかじめ、当該障害物の確知所有者（所有者で知れているものをいう。

以下同じ。）に対し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

２ 前項の規定により障害物の伐採等をしようとする者は、国土交通省令で定めるところによ
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り、その旨を、伐採等をしようとする日の十五日前までに公告するとともに、伐採等をしよう

とする日の三日前までに当該障害物の確知所有者に通知しなければならない。 

３ 第一項の規定により障害物の伐採等をしようとする者は、その現状を著しく損傷しないとき

は、前二項の規定にかかわらず、国土交通省令で定めるところにより当該障害物の所在地を管

轄する都道府県知事の許可を受けて、直ちに伐採等をすることができる。この場合において

は、伐採等をした後遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより、その旨を、公告するとと

もに、当該障害物の確知所有者に通知しなければならない。 

（証明書等の携帯） 

第八条 第六条の規定により他人の土地又は工作物に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書（国及び地方公共団体以外の者にあっては、その身分を示す証明書及び同条ただし書の許

可を受けたことを証する書面）を携帯しなければならない。 

２ 前条第一項又は第三項の規定により障害物の伐採等をしようとする者は、その身分を示す証

明書及び同条第一項又は第三項の許可を受けたことを証する書面を携帯しなければならない。 

３ 前二項の証明書又は書面は、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならな

い。 

（損失の補償） 

第九条 地域福利増進事業を実施しようとする者は、第六条又は第七条第一項若しくは第三項の

規定による行為により他人に損失を与えたときは、その損失を受けた者に対して、通常生ずべ

き損失を補償しなければならない。 

２ 前項の規定による損失の補償については、損失を与えた者と損失を受けた者とが協議しなけ

ればならない。 

３ 前項の規定による協議が成立しないときは、損失を与えた者又は損失を受けた者は、政令で

定めるところにより、収用委員会に土地収用法第九十四条第二項の規定による裁決を申請する

ことができる。 

 

第二款 裁定による特定所有者不明土地の使用 

 

（裁定申請） 

第十条 地域福利増進事業を実施する者（以下「事業者」という。）は、当該事業を実施する区

域（以下「事業区域」という。）内にある特定所有者不明土地を使用しようとするときは、当

該特定所有者不明土地の所在地を管轄する都道府県知事に対し、次に掲げる権利（以下「土地

使用権等」という。）の取得についての裁定を申請することができる。 

一 当該特定所有者不明土地の使用権（以下「土地使用権」という。） 

二 当該特定所有者不明土地にある所有者不明物件（相当な努力が払われたと認められるもの

として政令で定める方法により探索を行ってもなおその所有者の全部又は一部を確知するこ

とができない物件をいう。第三項第二号において同じ。）の所有権（次項第七号において

「物件所有権」という。）又はその使用権（同項第八号において「物件使用権」という。） 

２ 前項の規定による裁定の申請（以下この款において「裁定申請」という。）をしようとする
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事業者は、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した裁定申請書を都道

府県知事に提出しなければならない。 

一 事業者の氏名又は名称及び住所 

二 事業の種別（第二条第三項各号に掲げる事業の別をいう。） 

三 事業区域 

四 裁定申請をする理由 

五 土地使用権の目的となる特定所有者不明土地（以下この款（次条第一項第二号を除く。）

において単に「特定所有者不明土地」という。）の所在、地番、地目及び地積 

六 特定所有者不明土地の所有者の全部又は一部を確知することができない事情 

七 土地使用権等の始期（物件所有権にあっては、その取得の時期。第十三条第二項第二号及

び第二十四条において同じ。） 

八 土地等使用権（土地使用権又は物件使用権をいう。以下同じ。）の存続期間 

３ 前項の裁定申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 次に掲げる事項を記載した事業計画書 

イ 事業により整備する施設の種類、位置、規模、構造及び利用条件 

ロ 事業区域 

ハ 事業区域内にある土地で特定所有者不明土地以外のもの及び当該土地にある物件に関す

る所有権その他の権利の取得に関する計画（次条第一項第五号において「権利取得計画」

という。） 

ニ 資金計画 

ホ 土地等使用権の存続期間の満了後に特定所有者不明土地を原状に回復するための措置の

内容 

ヘ その他国土交通省令で定める事項 

二 次に掲げる事項を記載した補償金額見積書 

イ 特定所有者不明土地の面積（特定所有者不明土地を含む一団の土地が分割されることと

なる場合にあっては、当該一団の土地の全部の面積を含む。） 

ロ 特定所有者不明土地にある所有者不明物件の種類及び数量 

ハ 特定所有者不明土地等（特定所有者不明土地又は当該特定所有者不明土地にある所有者

不明物件をいう。以下この款において同じ。）の確知所有者の全部の氏名又は名称及び住

所 

ニ 特定所有者不明土地等の確知権利者（土地又は当該土地にある物件に関し所有権以外の

権利を有する者であって、相当な努力が払われたと認められるものとして政令で定める方

法により探索を行ってもなお確知することができないもの以外の者をいう。次条第五項及

び第十七条第一項において同じ。）の全部の氏名又は名称及び住所並びにその権利の種類

及び内容 

ホ 土地使用権等を取得することにより特定所有者不明土地所有者等（特定所有者不明土地

等に関し所有権その他の権利を有する者をいう。以下この款において同じ。）が受ける損

失の補償金の見積額及びその内訳並びに当該補償金の支払の時期 
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三 事業区域の利用について法令の規定による制限があるときは、当該法令の施行について権

限を有する行政機関の長の意見書 

四 事業の実施に関して行政機関の長の許可、認可その他の処分を必要とする場合において

は、これらの処分があったことを証する書類又は当該行政機関の長の意見書 

五 その他国土交通省令で定める書類 

４ 前項第三号及び第四号の意見書は、事業者が意見を求めた日から三週間を経過してもこれを

得ることができなかったときは、添付することを要しない。この場合においては、意見書を得

ることができなかった事情を疎明する書類を添付しなければならない。 

５ 事業者は、裁定申請をしようとするときは、当該裁定申請に係る事業の内容について、あら

かじめ、協議会の開催その他の国土交通省令で定める方法により、住民の意見を反映させるた

めに必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（令四法三八・一部改正） 

（公告及び縦覧） 

第十一条 都道府県知事は、裁定申請があったときは、当該裁定申請に係る事業が次の各号に掲

げる要件のいずれにも該当するかどうかを確認しなければならない。 

一 事業が地域福利増進事業に該当し、かつ、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するもので

あること。 

二 土地使用権の目的となる土地が特定所有者不明土地に該当するものであること。 

三 土地等使用権の存続期間が事業の実施のために必要な期間を超えないものであること。 

四 事業により整備される施設の利用条件がその公平かつ適正な利用を図る観点から適切なも

のであること。 

五 権利取得計画及び資金計画が事業を確実に遂行するため適切なものであること。 

六 土地等使用権の存続期間の満了後に第二号の土地を原状に回復するための措置が適正かつ

確実に行われると見込まれるものであること。 

七 事業者が事業を遂行する十分な意思と能力を有する者であること。 

八 その他基本方針に照らして適切なものであること。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による確認をしようとするときは、あらかじめ、地域住民その

他の者の共同の福祉又は利便の増進を図る見地からの関係市町村長の意見を聴かなければなら

ない。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による確認をしようとする場合において、前条第四項の規定

により意見書の添付がなかったときその他必要があると認めるときは、裁定申請に係る事業の

実施について関係のある行政機関の長の意見を求めなければならない。 

４ 都道府県知事は、第一項の規定による確認の結果、裁定申請に係る事業が同項各号に掲げる

要件のいずれにも該当すると認めるときは、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる

事項を公告し、前条第二項の裁定申請書及びこれに添付された同条第三項各号に掲げる書類を

当該公告の日から二月間公衆の縦覧に供しなければならない。 

一 裁定申請があった旨 

二 特定所有者不明土地の所在、地番及び地目 
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三 次のイ又はロに掲げる者は、縦覧期間内に、国土交通省令で定めるところにより、その権

原を証する書面を添えて、都道府県知事に当該イ又はロに定める事項を申し出るべき旨 

イ 特定所有者不明土地又は当該特定所有者不明土地にある物件に関し所有権その他の権利

を有する者であって、前条第二項の裁定申請書、同条第三項第一号の事業計画書又は同項

第二号の補償金額見積書に記載された事項（裁定申請書にあっては、同条第二項第一号及

び第六号に掲げる事項を除く。）について異議のあるもの 当該異議の内容及びその理由 

ロ 特定所有者不明土地の所有者であって、前条第三項第二号の補償金額見積書に特定所有

者不明土地の確知所有者として記載されていないもの（イに掲げる者を除く。） 当該特

定所有者不明土地の所有者である旨 

四 その他国土交通省令で定める事項 

５ 都道府県知事は、前項の規定による公告をしようとするときは、あらかじめ、国土交通省令

で定めるところにより、裁定申請があった旨を、前条第三項第二号の補償金額見積書に記載さ

れた特定所有者不明土地等の確知所有者及び確知権利者に通知しなければならない。 

（令四法三八・一部改正） 

（裁定申請の却下） 

第十二条 都道府県知事は、前条第一項の規定による確認の結果、裁定申請に係る事業が同項各

号に掲げる要件のいずれかに該当しないと認めるときは、当該裁定申請を却下しなければなら

ない。 

２ 都道府県知事は、前条第四項の規定による公告をした場合において、同項の縦覧期間内に同

項第三号イの規定による申出があったとき又は同号ロに掲げる者の全てから同号ロの規定によ

る申出があったときは、当該公告に係る裁定申請を却下しなければならない。 

３ 都道府県知事は、前二項の規定により裁定申請を却下したときは、遅滞なく、国土交通省令

で定めるところにより、その理由を示して、その旨を当該裁定申請をした事業者に通知しなけ

ればならない。 

（裁定） 

第十三条 都道府県知事は、前条第一項又は第二項の規定により裁定申請を却下する場合を除

き、裁定申請をした事業者が土地使用権等を取得することが当該裁定申請に係る事業を実施す

るため必要かつ適当であると認めるときは、その必要の限度において、土地使用権等の取得に

ついての裁定をしなければならない。 

２ 前項の裁定（以下この条から第十八条までにおいて単に「裁定」という。）においては、次

に掲げる事項を定めなければならない。 

一 特定所有者不明土地の所在、地番、地目及び面積 

二 土地使用権等の始期 

三 土地等使用権の存続期間 

四 土地使用権等を取得することにより特定所有者不明土地所有者等が受ける損失の補償金の

額及びその支払の時期 

３ 裁定は、前項第一号に掲げる事項については裁定申請の範囲を超えてはならず、同項第三号

の存続期間については裁定申請の範囲内かつ十年（第二条第三項第一号、第六号及び第八号か
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ら第十号までに掲げる事業のうち、当該事業の内容その他の事情を勘案して長期にわたる土地

の使用を要するものとして政令で定める事業にあっては、二十年）を限度としなければなら

ず、前項第四号の補償金の額については裁定申請に係る補償金の見積額を下限としなければな

らない。 

４ 都道府県知事は、裁定をしようとするときは、第二項第四号に掲げる事項（同号の補償金の

額に係るものに限る。）について、あらかじめ、収用委員会の意見を聴かなければならない。 

５ 収用委員会は、前項の規定により意見を述べるため必要があると認めるときは、その委員又

はその事務を整理する職員に、裁定申請に係る特定所有者不明土地又は当該特定所有者不明土

地にある簡易建築物等その他の工作物に立ち入り、その状況を調査させることができる。 

６ 前項の規定により立入調査をする委員又は職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

７ 第五項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならな

い。 

（令四法三八・一部改正） 

（裁定の通知等） 

第十四条 都道府県知事は、裁定をしたときは、遅滞なく、国土交通省令で定めるところによ

り、その旨及び前条第二項各号に掲げる事項を、裁定申請をした事業者及び当該事業に係る特

定所有者不明土地所有者等で知れているものに文書で通知するとともに、公告しなければなら

ない。 

（裁定の効果） 

第十五条 裁定について前条の規定による公告があったときは、当該裁定の定めるところによ

り、裁定申請をした事業者は、土地使用権等を取得し、特定所有者不明土地等に関するその他

の権利は、当該事業者による当該特定所有者不明土地等の使用のため必要な限度においてその

行使を制限される。 

（損失の補償） 

第十六条 裁定申請をした事業者は、次項から第六項までに定めるところにより、土地使用権等

を取得することにより特定所有者不明土地所有者等が受ける損失を補償しなければならない。 

２ 損失の補償は、金銭をもってするものとする。 

３ 土地使用権等の取得の対価の額に相当する補償金の額は、近傍類似の土地又は近傍同種の物

件の借賃その他の当該補償金の額の算定の基礎となる事項を考慮して定める相当の額（土地等

使用権の取得に係る当該補償金の額にあっては、当該相当の額から特定所有者不明土地等の管

理に要する費用に相当する額を控除して得た額）とする。 

４ 特定所有者不明土地の一部を使用することにより残地の価格が減じ、その他残地に関して損

失が生ずるときは、当該損失を補償しなければならない。 

５ 特定所有者不明土地の一部を使用することにより残地に通路、溝、垣その他の工作物の新

築、改築、増築若しくは修繕又は盛土若しくは切土をする必要が生ずるときは、これに要する

費用を補償しなければならない。 

６ 前三項の規定による補償のほか、土地使用権等を取得することにより特定所有者不明土地所
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有者等が通常受ける損失は、補償しなければならない。 

（令四法三八・一部改正） 

（補償金の供託） 

第十七条 裁定申請をした事業者は、裁定において定められた補償金の支払の時期までに、当該

裁定において定められた補償金を特定所有者不明土地所有者等で確知することができないもの

（補償金の供託の対象となる特定所有者不明土地等の共有持分の割合が明らかでない場合にあ

っては、当該特定所有者不明土地等の確知所有者及び確知権利者を含む。）のために供託しな

ければならない。 

２ 前項の規定による補償金の供託は、当該特定所有者不明土地の所在地の供託所にするものと

する。 

（令四法三八・一部改正） 

（裁定の失効） 

第十八条 裁定申請をした事業者が裁定において定められた補償金の支払の時期までに当該裁定

において定められた補償金の供託をしないときは、当該裁定は、その時以後その効力を失う。 

（令四法三八・一部改正） 

（土地等使用権の存続期間の延長） 

第十九条 第十五条の規定により土地使用権等を取得した事業者（以下「使用権者」という。）

は、第十三条第一項の裁定において定められた土地等使用権の存続期間（第四項において準用

する第十五条の規定により土地等使用権の存続期間が延長された場合にあっては、当該延長後

の存続期間。第三項及び第二十四条において同じ。）を延長して使用権設定土地（第十五条の

規定により取得された土地使用権の目的となっている土地をいう。以下同じ。）の全部又は一

部を使用しようとするときは、当該存続期間の満了の日の七月前から四月前までの間に、当該

使用権設定土地の所在地を管轄する都道府県知事に対し、土地等使用権の存続期間の延長につ

いての裁定を申請することができる。 

２ 第十条（第一項及び第五項を除く。）から第十二条までの規定は、前項の規定による裁定の

申請について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

 

第十条第二項 次に掲げる事項 第一号から第六号まで及び第

八号に掲げる事項 

第十条第二項第五号 土地使用権の目的となる特定

所有者不明土地（以下この款

（次条第一項第二号を除

く。）において単に「特定所

有者不明土地」という。） 

第十九条第一項に規定する使

用権設定土地（その一部を使

用しようとする場合にあって

は、当該使用に係る土地の部

分に限る。以下単に「使用権

設定土地」という。） 

第十条第二項第六号並びに第 特定所有者不明土地 使用権設定土地 
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三項第一号ハ及びホ並びに第

二号イ及びロ並びに第十一条

第四項第二号及び第三号 

第十条第二項第八号 存続期間 存続期間を延長する期間及び

当該延長後の存続期間 

第十条第三項第一号ホ及び第

十一条第一項第六号 

存続期間 延長後の存続期間 

第十条第三項第二号ハからホ

まで及び第十一条第五項 

特定所有者不明土地等 使用権設定土地等 

第十条第三項第二号ハ 特定所有者不明土地又は当該

特定所有者不明土地 

使用権設定土地又は当該使用

権設定土地 

第十条第三項第二号ホ 土地使用権等を取得する 土地等使用権の存続期間を延

長する 

 特定所有者不明土地所有者等 使用権設定土地所有者等 

第十一条第一項第二号 特定所有者不明土地 所有者不明土地 

第十一条第一項第三号 存続期間 存続期間を延長する期間 

第十一条第四項 二月間 一月間 

３ 都道府県知事は、前項において準用する第十二条第一項又は第二項の規定により第一項の規

定による裁定の申請を却下する場合を除き、同項の規定による裁定の申請をした使用権者が有

する土地等使用権の存続期間を延長することが当該申請に係る事業を実施するため必要かつ適

当であると認めるときは、その必要の限度において、土地等使用権の存続期間の延長について

の裁定をしなければならない。 

４ 第十三条（第一項を除く。）から前条までの規定は、前項の裁定について準用する。この場

合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に

掲げる字句に読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第十三条第二項 次に掲げる事項 第一号、第三号及び第四号に

掲げる事項 

第十三条第二項第一号 特定所有者不明土地 第十九条第一項に規定する使

用権設定土地（その一部を使

用しようとする場合にあって

は、当該使用に係る土地の部

分に限る。以下単に「使用権

設定土地」という。） 

第十三条第二項第三号 存続期間 存続期間を延長する期間及び

当該延長後の存続期間 

第十三条第二項第四号並びに

第十六条第一項及び第六項 

土地使用権等を取得する 土地等使用権の存続期間を延

長する 
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第十三条第二項第四号 特定所有者不明土地所有者等 使用権設定土地所有者等（使

用権設定土地等（使用権設定

土地又は当該使用権設定土地

にある第十条第一項第二号に

規定する所有者不明物件をい

う。以下同じ。）に関し所有

権その他の権利を有する者を

いう。以下同じ。） 

第十三条第三項 存続期間 土地等使用権の存続期間を延

長する期間 

第十三条第五項、第十六条第

四項及び第五項並びに第十七

条第二項 

特定所有者不明土地 使用権設定土地 

第十四条、第十六条第一項及

び第六項並びに第十七条第一

項 

特定所有者不明土地所有者等 使用権設定土地所有者等 

第十五条 は、土地使用権等を取得し が有する土地等使用権の存続

期間は、延長され 

第十五条、第十六条第三項及

び第十七条第一項 

特定所有者不明土地等 使用権設定土地等 

第十六条第三項 土地使用権等の取得 土地等使用権の存続期間の延

長 

 （土地等使用権の取得に係る

当該補償金の額にあっては、

当該相当の額から 

から 

 額） 額 

（令四法三八・一部改正） 

（標識の設置） 

第二十条 使用権者は、国土交通省令で定めるところにより、使用権設定土地の区域内に、当該

使用権設定土地が地域福利増進事業の用に供されている旨を表示した標識を設けなければなら

ない。ただし、当該区域内に設けることが困難であるときは、事業区域内の見やすい場所にこ

れを設けることができる。 

２ 何人も、前項の規定により設けられた標識を使用権者の承諾を得ないで移転し、若しくは除

却し、又は汚損し、若しくは損壊してはならない。 

（裁定に基づく地位の承継） 

第二十一条 相続人、合併又は分割により設立される法人その他の使用権者の一般承継人（分割

による承継の場合にあっては、当該使用権者が実施する事業の全部を承継する法人に限る。）

は、当該使用権者が有していた第十三条第一項の裁定（第十九条第三項の裁定を含む。以下こ
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の款において単に「裁定」という。）に基づく地位を承継する。 

（権利の譲渡） 

第二十二条 使用権者は、土地使用権等の全部又は一部を譲り渡そうとするときは、国土交通省

令で定めるところにより、都道府県知事の承認を受けなければならない。この場合において、

当該使用権者は、土地使用権等の全部を譲り渡そうとするときはその実施する事業の全部を、

土地使用権等の一部を譲り渡そうとするときはその実施する事業のうち当該土地使用権等の一

部に対応する部分を併せて譲り渡さなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の承認をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を

公告しなければならない。 

３ 第一項の承認に係る土地使用権等の全部又は一部を譲り受けた者は、使用権者が有していた

裁定に基づく地位を承継する。 

（裁定の取消し） 

第二十三条 都道府県知事は、使用権者が次の各号のいずれかに該当するときは、裁定（前条第

一項の承認を含む。以下この条において同じ。）を取り消すことができる。 

一 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反したとき。 

二 実施する事業が第十一条第一項各号（第二号を除き、第十九条第二項において準用する場

合を含む。）に掲げる要件のいずれかに該当しないこととなったとき。 

三 正当な理由なく裁定申請（第十九条第一項の規定による裁定の申請を含む。）に係る事業

計画に従って事業を実施していないと認められるとき。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により裁定を取り消したときは、国土交通省令で定めるところ

により、その旨を公告しなければならない。 

３ 裁定は、前項の規定による公告があった日以後その効力を失う。 

（原状回復の義務） 

第二十四条 使用権者は、土地等使用権の存続期間が満了したとき、土地使用権等の始期後に第

十八条（第十九条第四項において準用する場合を含む。）の規定により裁定が失効したとき又

は前条第一項の規定により裁定が取り消されたときは、使用権設定土地を原状に回復し、これ

を返還しなければならない。ただし、当該使用権設定土地を原状に回復しないことについてそ

の確知所有者の全ての同意が得られたときは、この限りでない。 

（令四法三八・一部改正） 

（原状回復命令等） 

第二十五条 都道府県知事は、前条の規定に違反した者に対し、相当の期限を定めて、使用権設

定土地を原状に回復することを命ずることができる。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により使用権設定土地の原状回復を命じようとする場合におい

て、過失がなくて当該原状回復を命ずべき者を確知することができず、かつ、その違反を放置

することが著しく公益に反すると認められるときは、その者の負担において、当該原状回復を

自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合において

は、相当の期限を定めて、当該原状回復を行うべき旨及びその期限までに当該原状回復を行わ

ないときは、都道府県知事又はその命じた者若しくは委任した者が当該原状回復を行うべき旨
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を、あらかじめ、公告しなければならない。 

３ 前項の規定により使用権設定土地の原状回復を行おうとする者は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

（報告及び立入検査） 

第二十六条 都道府県知事は、この款の規定の施行に必要な限度において、使用権者（裁定申請

をしている事業者でまだ土地使用権等を取得していないもの及び使用権者であった者を含む。

以下この項において同じ。）に対し、その事業に関し報告をさせ、又はその職員に、使用権者

の事務所、使用権設定土地その他の場所に立ち入り、その事業の状況若しくは事業に係る施

設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 第十三条第六項及び第七項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。 

 

第二節 特定所有者不明土地の収用又は使用に関する土地収用法の特例 

第一款 収用適格事業のための特定所有者不明土地の収用又は使用に関する特例 

 

（裁定申請） 

第二十七条 起業者（土地収用法第八条第一項に規定する起業者をいう。以下同じ。）は、同法

第二十条の事業の認定を受けた収用適格事業について、その起業地（同法第十七条第一項第二

号に規定する起業地をいう。）内にある特定所有者不明土地を収用し、又は使用しようとする

ときは、同法第二十六条第一項の規定による告示があった日（同法第三十一条の規定により収

用又は使用の手続が保留されていた特定所有者不明土地にあっては、同法第三十四条の三の規

定による告示があった日）から一年以内に、当該特定所有者不明土地の所在地を管轄する都道

府県知事に対し、特定所有者不明土地の収用又は使用についての裁定を申請することができ

る。 

２ 前項の規定による裁定の申請（以下この款において「裁定申請」という。）をしようとする

起業者は、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した裁定申請書を都道

府県知事に提出しなければならない。 

一 起業者の氏名又は名称及び住所 

二 事業の種類 

三 収用し、又は使用しようとする特定所有者不明土地（以下この款（次条第一項各号列記以

外の部分及び第二十九条第一項を除く。）において単に「特定所有者不明土地」という。）

の所在、地番、地目及び地積 

四 特定所有者不明土地の所有者の全部又は一部を確知することができない事情 

五 特定所有者不明土地に関する所有権その他の権利を取得し、又は消滅させる時期 

六 特定所有者不明土地等（特定所有者不明土地又は当該特定所有者不明土地にある物件をい

う。次項第二号ハ及び第三十一条第三項において同じ。）の引渡し又は当該物件の移転の期

限（第三十二条第二項第三号において「特定所有者不明土地等の引渡し等の期限」とい

う。） 

七 特定所有者不明土地を使用しようとする場合においては、その方法及び期間 
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３ 前項の裁定申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 土地収用法第四十条第一項第一号の事業計画書に記載すべき事項に相当するものとして国

土交通省令で定める事項を記載した事業計画書 

二 次に掲げる事項を記載した補償金額見積書 

イ 特定所有者不明土地の面積（特定所有者不明土地を含む一団の土地が分割されることと

なる場合にあっては、当該一団の土地の全部の面積を含む。） 

ロ 特定所有者不明土地にある物件の種類及び数量 

ハ 特定所有者不明土地等の確知所有者の全部の氏名又は名称及び住所 

ニ 特定所有者不明土地の確知関係人（土地収用法第八条第三項に規定する関係人（ホにお

いて単に「関係人」という。）であって、相当な努力が払われたと認められるものとして

政令で定める方法により探索を行ってもなお確知することができないもの以外の者をい

う。次条第二項において同じ。）の全部の氏名又は名称及び住所並びにその権利の種類及

び内容 

ホ 特定所有者不明土地を収用し、又は使用することにより特定所有者不明土地所有者等

（特定所有者不明土地の所有者又は関係人をいう。以下同じ。）が受ける損失の補償金の

見積額及びその内訳 

三 その他国土交通省令で定める書類 

（公告及び縦覧） 

第二十八条 都道府県知事は、裁定申請があった場合においては、起業者が収用し、又は使用し

ようとする土地が特定所有者不明土地に該当しないと認めるときその他当該裁定申請が相当で

ないと認めるときを除き、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる事項を公告し、前

条第二項の裁定申請書及びこれに添付された同条第三項各号に掲げる書類を当該公告の日から

二週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

一 裁定申請があった旨 

二 特定所有者不明土地の所在、地番及び地目 

三 次のイ又はロに掲げる者は、縦覧期間内に、国土交通省令で定めるところにより、その権

原を証する書面を添えて、都道府県知事に当該イ又はロに定める事項を申し出るべき旨 

イ 特定所有者不明土地所有者等又は特定所有者不明土地の準関係人（土地収用法第四十三

条第二項に規定する準関係人をいう。）であって、前条第二項の裁定申請書又は同条第三

項第二号の補償金額見積書に記載された事項（裁定申請書にあっては、同条第二項第一

号、第二号及び第四号に掲げる事項を除く。）について異議のあるもの 当該異議の内容

及びその理由 

ロ 特定所有者不明土地の所有者であって、前条第三項第二号の補償金額見積書に特定所有

者不明土地の確知所有者として記載されていないもの（イに掲げる者を除く。） 当該特

定所有者不明土地の所有者である旨 

四 その他国土交通省令で定める事項 

２ 都道府県知事は、前項の規定による公告をしようとするときは、あらかじめ、国土交通省令

で定めるところにより、裁定申請があった旨を、前条第三項第二号の補償金額見積書に記載さ
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れた特定所有者不明土地の確知所有者及び確知関係人に通知しなければならない。 

（裁定申請の却下） 

第二十九条 都道府県知事は、裁定申請があった場合において、起業者が収用し、又は使用しよ

うとする土地が特定所有者不明土地に該当しないと認めるときその他当該裁定申請が相当でな

いと認めるときは、当該裁定申請を却下しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前条第一項の規定による公告をした場合において、同項の縦覧期間内に同

項第三号イの規定による申出があったとき又は同号ロに掲げる者の全てから同号ロの規定によ

る申出があったときは、当該公告に係る裁定申請を却下しなければならない。 

３ 都道府県知事は、前二項の規定により裁定申請を却下したときは、遅滞なく、国土交通省令

で定めるところにより、その理由を示して、その旨を当該裁定申請をした起業者に通知しなけ

ればならない。 

（裁定手続の開始の決定等） 

第三十条 都道府県知事は、裁定申請があった場合においては、前条第一項又は第二項の規定に

より当該裁定申請を却下するときを除き、第二十八条第一項の縦覧期間の経過後遅滞なく、国

土交通省令で定めるところにより、特定所有者不明土地の収用又は使用についての裁定手続の

開始を決定してその旨を公告し、かつ、当該特定所有者不明土地の所在地を管轄する登記所

に、当該特定所有者不明土地及び当該特定所有者不明土地に関する権利について、特定所有者

不明土地の収用又は使用についての裁定手続の開始の登記を嘱託しなければならない。 

２ 土地収用法第四十五条の三の規定は、前項の裁定手続の開始の登記について準用する。 

３ 第一項の規定による裁定手続の開始の決定については、行政手続法（平成五年法律第八十八

号）第三章の規定は、適用しない。 

（土地収用法との調整） 

第三十一条 裁定申請に係る特定所有者不明土地については土地収用法第三十九条第一項の規定

による裁決の申請をすることができず、同項の規定による裁決の申請に係る特定所有者不明土

地については裁定申請をすることができない。 

２ 裁定申請に係る特定所有者不明土地については、土地収用法第二十九条第一項の規定は、適

用しない。 

３ 裁定申請に係る特定所有者不明土地等については、土地収用法第三十六条第一項の規定にか

かわらず、同項の土地調書及び物件調書を作成することを要しない。 

４ 裁定申請に係る特定所有者不明土地について、第二十八条第一項の規定による公告があるま

での間に土地収用法第三十九条第二項の規定による請求があったときは、当該裁定申請は、な

かったものとみなす。 

５ 裁定申請について第二十八条第一項の規定による公告があったときは、当該裁定申請に係る

特定所有者不明土地については、土地収用法第三十九条第二項の規定による請求をすることが

できない。 

６ 第二十九条第二項の規定により裁定申請が却下された場合における当該裁定申請に係る特定

所有者不明土地についての土地収用法第二十九条第一項及び第三十九条第一項の規定の適用に

ついては、これらの規定中「一年以内」とあるのは、「特定期間（当該事業に係る特定所有者
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不明土地（所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成三十年法律第四十九

号）第二条第二項に規定する特定所有者不明土地をいう。）について同法第二十七条第一項の

規定による裁定の申請があつた日から同法第二十九条第二項の規定による処分に係る同条第三

項の規定による通知があつた日までの期間をいう。）を除いて一年以内」とする。 

（裁定） 

第三十二条 都道府県知事は、第二十九条第一項又は第二項の規定により裁定申請を却下すると

き及び裁定申請が次の各号のいずれかに該当するときを除き、裁定申請をした起業者が当該裁

定申請に係る事業を実施するため必要な限度において、特定所有者不明土地の収用又は使用に

ついての裁定をしなければならない。 

一 裁定申請に係る事業が土地収用法第二十六条第一項の規定により告示された事業と異なる

とき。 

二 裁定申請に係る事業計画が土地収用法第十八条第二項の規定により事業認定申請書に添付

された事業計画書に記載された計画と著しく異なるとき。 

２ 前項の裁定（以下この款において単に「裁定」という。）においては、次に掲げる事項を定

めなければならない。 

一 特定所有者不明土地の所在、地番、地目及び面積 

二 特定所有者不明土地に関する所有権その他の権利を取得し、又は消滅させる時期 

三 特定所有者不明土地等の引渡し等の期限 

四 特定所有者不明土地を使用する場合においては、その方法及び期間 

五 特定所有者不明土地を収用し、又は使用することにより特定所有者不明土地所有者等が受

ける損失の補償金の額 

六 第三十五条第二項の規定による請求書又は要求書の提出があった場合においては、その採

否の決定その他当該請求又は要求に係る損失の補償の方法に関し必要な事項 

３ 裁定は、前項第一号及び第四号に掲げる事項については裁定申請の範囲を超えてはならず、

同項第五号の補償金の額については裁定申請に係る補償金の見積額を下限としなければならな

い。 

４ 都道府県知事は、裁定をしようとするときは、第二項第五号に掲げる事項について、あらか

じめ、収用委員会の意見を聴かなければならない。 

５ 収用委員会は、前項の規定により意見を述べるため必要があると認めるときは、その委員又

はその事務を整理する職員に、裁定申請に係る特定所有者不明土地又は当該特定所有者不明土

地にある簡易建築物等その他の工作物に立ち入り、その状況を調査させることができる。 

６ 第十三条第六項及び第七項の規定は、前項の規定による立入調査について準用する。 

（令四法三八・一部改正） 

（裁定の通知等） 

第三十三条 都道府県知事は、裁定をしたときは、遅滞なく、国土交通省令で定めるところによ

り、その旨及び前条第二項各号に掲げる事項を、裁定申請をした起業者及び当該事業に係る特

定所有者不明土地所有者等で知れているものに文書で通知するとともに、公告しなければなら

ない。 



 

18 

 

（裁定の効果） 

第三十四条 裁定について前条の規定による公告があったときは、当該裁定に係る特定所有者不

明土地について土地収用法第四十八条第一項の権利取得裁決及び同法第四十九条第一項の明渡

裁決があったものとみなして、同法第七章の規定を適用する。 

（損失の補償に関する土地収用法の準用） 

第三十五条 土地収用法第六章第一節（第七十六条、第七十七条後段、第七十八条、第八十一条

から第八十三条まで、第八十六条、第八十七条及び第九十条の二から第九十条の四までを除

く。）の規定は、裁定に係る特定所有者不明土地を収用し、又は使用することにより特定所有

者不明土地所有者等が受ける損失の補償について準用する。この場合において、同法第七十条

ただし書中「第八十二条から第八十六条まで」とあるのは「所有者不明土地の利用の円滑化等

に関する特別措置法（平成三十年法律第四十九号。以下「所有者不明土地法」という。）第三

十五条第一項において準用する第八十四条又は第八十五条」と、「収用委員会の裁決」とある

のは「都道府県知事の裁定」と、同法第七十一条中「権利取得裁決」とあり、並びに同法第七

十三条、第八十四条第二項及び第八十五条第二項中「明渡裁決」とあるのは「所有者不明土地

法第三十二条第一項の裁定」と、同法第八十条中「前二条」とあるのは「所有者不明土地法第

三十五条第一項において準用する前条」と、同法第八十四条第一項中「起業者、土地所有者又

は関係人」とあるのは「起業者」と、同項及び同条第二項、同条第三項において準用する同法

第八十三条第三項から第六項まで並びに同法第八十五条中「収用委員会」とあるのは「都道府

県知事」と、同法第八十四条第二項、同条第三項において準用する同法第八十三条第三項及び

同法第八十五条第二項中「裁決を」とあるのは「裁定を」と、同条第一項中「起業者又は物件

の所有者」とあるのは「起業者」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

２ 前項において準用する土地収用法第七十九条の規定による請求又は同項において準用する同

法第八十四条第一項若しくは第八十五条第一項の規定による要求をしようとする起業者は、裁

定申請をする際に、併せて当該請求又は要求の内容その他国土交通省令で定める事項を記載し

た請求書又は要求書を都道府県知事に提出しなければならない。 

（立入調査） 

第三十六条 都道府県知事は、この款の規定の施行に必要な限度において、その職員に、裁定申

請に係る特定所有者不明土地又は当該特定所有者不明土地にある簡易建築物等その他の工作物

に立ち入り、その状況を調査させることができる。 

２ 第十三条第六項及び第七項の規定は、前項の規定による立入調査について準用する。 

（令四法三八・一部改正） 

 

第二款 都市計画事業のための特定所有者不明土地の収用又は使用に関する特例 

 

第三十七条 施行者（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第十六項に規定する施行者

をいう。第三項において同じ。）は、同法第五十九条第一項から第四項までの認可又は承認を

受けた都市計画事業（同法第四条第十五項に規定する都市計画事業をいう。第四十三条第一項
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及び第五十八条第二号において同じ。）について、その事業地（同法第六十条第二項第一号に

規定する事業地をいう。）内にある特定所有者不明土地を収用し、又は使用しようとするとき

は、当該特定所有者不明土地の所在地を管轄する都道府県知事に対し、特定所有者不明土地の

収用又は使用についての裁定を申請することができる。 

２ 第二十七条第二項及び第三項、第二十八条から第三十条まで並びに第三十一条第一項及び第

三項から第五項までの規定は、前項の規定による裁定の申請について準用する。この場合にお

いて、第二十七条第二項中「起業者は」とあるのは「施行者（都市計画法第四条第十六項に規

定する施行者をいう。以下同じ。）は」と、同項第一号、第二十八条第一項並びに第二十九条

第一項及び第三項中「起業者」とあるのは「施行者」と、第二十七条第三項第一号及び第二号

ニ、第二十八条第一項第三号イ、第三十条第二項並びに第三十一条第一項及び第三項から第五

項までの規定中「土地収用法」とあるのは「都市計画法第六十九条の規定により適用される土

地収用法」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

３ 都道府県知事は、前項において準用する第二十九条第一項又は第二項の規定により第一項の

規定による裁定の申請（以下この項において「裁定申請」という。）を却下するとき及び裁定

申請が次の各号のいずれかに該当するときを除き、裁定申請をした施行者が当該裁定申請に係

る事業を実施するため必要な限度において、特定所有者不明土地の収用又は使用についての裁

定をしなければならない。 

一 裁定申請に係る事業が都市計画法第六十二条第一項の規定により告示された事業と異なる

とき。 

二 裁定申請に係る事業計画が都市計画法第六十条第一項第三号（同法第六十三条第二項にお

いて準用する場合を含む。）の事業計画と著しく異なるとき。 

４ 第三十二条（第一項を除く。）から前条までの規定は、前項の裁定について準用する。この

場合において、第三十三条中「起業者」とあるのは「施行者（都市計画法第四条第十六項に規

定する施行者をいう。以下同じ。）」と、第三十四条及び第三十五条中「土地収用法」とあ

り、及び「同法」とあるのは「都市計画法第六十九条の規定により適用される土地収用法」

と、同条第一項中「起業者」」とあるのは「施行者」」と、同条第二項中「起業者」とあるの

は「施行者」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（令四法三八・一部改正） 

 

第三節 所有者不明土地の管理の適正化のための措置 

（令四法三八・追加） 

 

（勧告） 

第三十八条 市町村長は、所有者不明土地のうち、所有者による管理が実施されておらず、か

つ、引き続き管理が実施されないことが確実であると見込まれるもの（以下「管理不全所有者

不明土地」という。）による次に掲げる事態の発生を防止するために必要かつ適当であると認

める場合には、その必要の限度において、当該管理不全所有者不明土地の確知所有者に対し、

期限を定めて、当該事態の発生の防止のために必要な措置（次条及び第四十条第一項において
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「災害等防止措置」という。）を講ずべきことを勧告することができる。 

一 当該管理不全所有者不明土地における土砂の流出又は崩壊その他の事象によりその周辺の

土地において災害を発生させること。 

二 当該管理不全所有者不明土地の周辺の地域において環境を著しく悪化させること。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をする場合において、当該勧告に係る管理不全所有者不

明土地に隣接する土地であって、地目、地形その他の条件が類似し、かつ、当該土地の管理の

状況が当該管理不全所有者不明土地と同一の状況にあるもの（以下「管理不全隣接土地」とい

う。）による次に掲げる事態の発生を防止するために必要かつ適当であると認めるときは、そ

の必要の限度において、当該管理不全隣接土地の所有者に対しても、期限を定めて、当該管理

不全隣接土地について、当該事態の発生の防止のために必要な措置を講ずべきことを勧告する

ことができる。 

一 当該管理不全隣接土地及び当該管理不全隣接土地に係る管理不全所有者不明土地における

土砂の流出又は崩壊その他の事象によりその周辺の土地において災害を発生させること。 

二 当該管理不全隣接土地及び当該管理不全隣接土地に係る管理不全所有者不明土地の周辺の

地域において環境を著しく悪化させること。 

（令四法三八・追加・一部改正） 

（災害等防止措置命令） 

第三十九条 市町村長は、前条第一項の勧告に係る確知所有者が正当な理由がなくて当該勧告に

係る災害等防止措置を講じないときは、当該確知所有者に対し、相当の期限を定めて、当該災

害等防止措置を講ずべきことを命ずることができる。ただし、当該確知所有者が当該災害等防

止措置の実施に必要な共有持分を有しない者である場合は、この限りでない。 

（令四法三八・追加） 

（代執行） 

第四十条 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合において、管理不全所有者不明土地

における災害等防止措置に係る事態を放置することが著しく公益に反すると認められるとき

は、当該管理不全所有者不明土地の所有者の負担において、当該災害等防止措置を自ら講じ、

又はその命じた者若しくは委任した者（以下この項において「措置実施者」という。）に当該

災害等防止措置を講じさせることができる。この場合において、第一号又は第二号に該当する

と認めるときは、市町村長は、相当の期限を定めて、当該災害等防止措置を講ずべき旨及びそ

の期限までに当該災害等防止措置を講じないときは市町村長又は措置実施者が当該災害等防止

措置を講ずる旨を、あらかじめ公告しなければならない。 

一 管理不全所有者不明土地の確知所有者がいない場合 

二 前条ただし書に規定する場合 

三 前条の規定により災害等防止措置を講ずべきことを命ぜられた確知所有者が、当該命令に

係る期限までに当該命令に係る災害等防止措置を講じない場合、講じても十分でない場合又

は講ずる見込みがない場合 

２ 前項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法（昭和二十三年法律第四

十三号）第五条及び第六条の規定を準用する。 
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（令四法三八・追加） 

（立入調査） 

第四十一条 市町村長は、この節の規定の施行に必要な限度において、その職員に、管理不全所

有者不明土地又は管理不全隣接土地に立ち入り、その状況を調査させることができる。 

２ 第十三条第六項及び第七項の規定は、前項の規定による立入調査について準用する。 

（令四法三八・追加） 

第四節 所有者不明土地の管理に関する民法の特例 

（令四法三八・旧第三節繰下、令三法二四（令四法三八）・改称） 

第四十二条 国の行政機関の長又は地方公共団体の長（次項及び第五項並びに次条第二項及び第

五項において「国の行政機関の長等」という。）は、所有者不明土地につき、その適切な管理

のため特に必要があると認めるときは、家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九

号）第二十五条第一項の規定による命令又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産

の清算人の選任の請求をすることができる。 

２ 国の行政機関の長等は、所有者不明土地につき、その適切な管理のため特に必要があると認

めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の二第一項の規定による命令の請求をす

ることができる。 

３ 市町村長は、管理不全所有者不明土地につき、次に掲げる事態の発生を防止するため特に必

要があると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項の規定による命

令の請求をすることができる。 

一 当該管理不全所有者不明土地における土砂の流出又は崩壊その他の事象によりその周辺の

土地において災害を発生させること。 

二 当該管理不全所有者不明土地の周辺の地域において環境を著しく悪化させること。 

４ 市町村長は、管理不全隣接土地につき、次に掲げる事態の発生を防止するため特に必要があ

ると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項の規定による命令の請

求をすることができる。 

一 当該管理不全隣接土地及び当該管理不全隣接土地に係る管理不全所有者不明土地における

土砂の流出又は崩壊その他の事象によりその周辺の土地において災害を発生させること。 

二 当該管理不全隣接土地及び当該管理不全隣接土地に係る管理不全所有者不明土地の周辺の

地域において環境を著しく悪化させること。 

５ 国の行政機関の長等は、第二項（市町村長にあっては、前三項）の規定による請求をする場

合において、当該請求に係る土地にある建物につき、その適切な管理のため特に必要があると

認めるときは、地方裁判所に対し、当該請求と併せて民法第二百六十四条の八第一項又は第二

百六十四条の十四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

（令四法三八・旧第三十八条繰下・一部改正、令三法二四（令四法三八）・一部改正） 

 

第四章 土地の所有者の効果的な探索のための特別の措置 

第一節 土地所有者等関連情報の利用及び提供 
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第四十三条 都道府県知事及び市町村長は、地域福利増進事業、収用適格事業又は都市計画事業

（以下「地域福利増進事業等」という。）の実施の準備のため当該地域福利増進事業等を実施

しようとする区域内の土地の土地所有者等（土地又は当該土地にある物件に関し所有権その他

の権利を有する者をいう。以下同じ。）を知る必要があるとき、第三十八条第一項の規定によ

る勧告を行うため当該勧告に係る土地の土地所有者等を知る必要があるとき又は前条第一項か

ら第三項まで若しくは第五項（第四項に係る部分を除く。）の規定による請求を行うため当該

請求に係る土地の土地所有者等を知る必要があるときは、当該土地所有者等の探索に必要な限

度で、その保有する土地所有者等関連情報（土地所有者等と思料される者に関する情報のうち

その者の氏名又は名称、住所その他国土交通省令で定めるものをいう。以下この条において同

じ。）を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用すること

ができる。 

２ 都道府県知事及び市町村長は、地域福利増進事業等を実施しようとする者からその準備のた

め当該地域福利増進事業等を実施しようとする区域内の土地の土地所有者等を知る必要がある

として、当該市町村長以外の市町村長から第三十八条第一項の規定による勧告を行うため当該

勧告に係る土地の土地所有者等を知る必要があるとして、又は国の行政機関の長等から前条第

一項から第三項まで若しくは第五項（第四項に係る部分を除く。）の規定による請求を行うた

め当該請求に係る土地の土地所有者等を知る必要があるとして、土地所有者等関連情報の提供

の求めがあったときは、当該土地所有者等の探索に必要な限度で、当該地域福利増進事業等を

実施しようとする者、当該市町村長又は当該国の行政機関の長等に対し、土地所有者等関連情

報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、都道府県知事及び市町村長は、国及び地方公共団体以外の者に対し土

地所有者等関連情報を提供しようとするときは、あらかじめ、当該土地所有者等関連情報を提

供することについて本人（当該土地所有者等関連情報によって識別される特定の個人をい

う。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

５ 国の行政機関の長等は、地域福利増進事業等の実施の準備のため当該地域福利増進事業等を

実施しようとする区域内の土地の土地所有者等を知る必要があるとき、第三十八条第一項の規

定による勧告を行うため当該勧告に係る土地の土地所有者等を知る必要があるとき又は前条第

一項から第三項まで若しくは第五項（第四項に係る部分を除く。）の規定による請求を行うた

め当該請求に係る土地の土地所有者等を知る必要があるときは、当該土地所有者等の探索に必

要な限度で、当該土地に工作物を設置している者その他の者に対し、土地所有者等関連情報の

提供を求めることができる。 

（令四法三八・旧第三十九条繰下・一部改正、令三法三七（令四法三八）・一部改正） 

 

第二節 特定登記未了土地の相続登記等に関する不動産登記法の特例 

 

第四十四条 登記官は、起業者その他の公共の利益となる事業を実施しようとする者からの求め

に応じ、当該事業を実施しようとする区域内の土地につきその所有権の登記名義人に係る死亡
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の事実の有無を調査した場合において、当該土地が特定登記未了土地に該当し、かつ、当該土

地につきその所有権の登記名義人の死亡後十年以上三十年以内において政令で定める期間を超

えて相続登記等がされていないと認めるときは、当該土地の所有権の登記名義人となり得る者

を探索した上、職権で、所有権の登記名義人の死亡後長期間にわたり相続登記等がされていな

い土地である旨その他当該探索の結果を確認するために必要な事項として法務省令で定めるも

のをその所有権の登記に付記することができる。 

２ 登記官は、前項の規定による探索により当該土地の所有権の登記名義人となり得る者を知っ

たときは、その者に対し、当該土地についての相続登記等の申請を勧告することができる。こ

の場合において、登記官は、相当でないと認めるときを除き、相続登記等を申請するために必

要な情報を併せて通知するものとする。 

３ 登記官は、前二項の規定の施行に必要な限度で、関係地方公共団体の長その他の者に対し、

第一項の土地の所有権の登記名義人に係る死亡の事実その他当該土地の所有権の登記名義人と

なり得る者に関する情報の提供を求めることができる。 

４ 前三項に定めるもののほか、第一項の規定による所有権の登記にする付記についての登記簿

及び登記記録の記録方法その他の登記の事務並びに第二項の規定による勧告及び通知に関し必

要な事項は、法務省令で定める。 

（令四法三八・旧第四十条繰下） 

 

第五章 所有者不明土地対策計画等 

（令四法三八・追加） 

 

（所有者不明土地対策計画） 

第四十五条 市町村は、単独で又は共同して、基本方針に基づき、所有者不明土地の利用の円滑

化等を図るための施策に関する計画（以下「所有者不明土地対策計画」という。）を作成する

ことができる。 

２ 所有者不明土地対策計画には、おおむね次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 所有者不明土地の利用の円滑化等を図るための施策に関する基本的な方針 

二 地域福利増進事業を実施しようとする者に対する情報の提供又は助言その他の所有者不明

土地の利用の円滑化を図るために講ずべき施策に関する事項 

三 所有者不明土地の確知所有者に対する情報の提供又は助言その他の所有者不明土地の管理

の適正化を図るために講ずべき施策に関する事項 

四 地域福利増進事業等を実施しようとする区域内の土地その他の土地に係る土地所有者等の

効果的な探索を図るために講ずべき施策に関する事項 

五 低未利用土地（土地基本法（平成元年法律第八十四号）第十三条第四項に規定する低未利

用土地をいう。第四十八条第六号において同じ。）の適正な利用及び管理の促進その他所有

者不明土地の発生の抑制のために講ずべき施策に関する事項 

六 所有者不明土地の利用の円滑化等を図るための体制の整備に関する事項 

七 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する普及啓発に関する事項 
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八 前各号に掲げるもののほか、所有者不明土地の利用の円滑化等を図るために必要な事項 

３ 市町村は、所有者不明土地対策計画を作成しようとする場合において、次条第一項に規定す

る協議会が組織されているときは、当該所有者不明土地対策計画に記載する事項について当該

協議会において協議しなければならない。 

４ 市町村は、所有者不明土地対策計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表するととも

に、都道府県にその写しを送付しなければならない。 

５ 前二項の規定は、所有者不明土地対策計画の変更について準用する。 

６ 国は、所有者不明土地対策計画に基づいて所有者不明土地の利用の円滑化等を図るために必

要な事業又は事務を行う市町村に対し、予算の範囲内において、当該事業又は事務に要する費

用の一部を補助することができる。 

（令四法三八・追加） 

（所有者不明土地対策協議会） 

第四十六条 市町村は、単独で又は共同して、所有者不明土地対策計画の作成及び変更に関する

協議その他所有者不明土地の利用の円滑化等を図るための施策に関し必要な協議を行うため、

所有者不明土地対策協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができ

る。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 

一 前項の市町村 

二 次条第一項に規定する推進法人 

三 前項の市町村の区域において地域福利増進事業等を実施し、又は実施しようとする者 

３ 第一項の規定により協議会を組織する市町村は、必要があると認めるときは、前項各号に掲

げる者のほか、協議会に、次に掲げる者を構成員として加えることができる。 

一 関係都道府県 

二 国の関係行政機関、学識経験者その他の当該市町村が必要と認める者 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、その構成員以外の関係行政機関に対し、資料の提

供、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。 

５ 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を尊重し

なければならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（令四法三八・追加） 

 

第六章 所有者不明土地利用円滑化等推進法人 

（令四法三八・追加） 

 

（所有者不明土地利用円滑化等推進法人の指定） 

第四十七条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定す

る特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は所有者不明土地の利用の円滑

化等の推進を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正か
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つ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、所有者不明土地利用円滑化

等推進法人（以下「推進法人」という。）として指定することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該推進法人の名称又は商号、住所及び

事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 推進法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更すると

きは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなければ

ならない。 

（令四法三八・追加） 

（推進法人の業務） 

第四十八条 推進法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 地域福利増進事業等を実施し、又は実施しようとする者に対し、情報の提供、相談その他

の援助を行うこと。 

二 地域福利増進事業を実施すること又は地域福利増進事業に参加すること。 

三 所有者不明土地（当該所有者不明土地に隣接する土地であって、地目、地形その他の条件

が類似しているものを含む。以下この号において同じ。）の所有者に対し、当該所有者不明

土地の管理の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該所有者不明土地の適正な管理を

図るために必要な援助を行うこと。 

四 所有者不明土地の利用の円滑化又は管理の適正化を図るために必要な土地の取得、管理又

は譲渡を行うこと。 

五 委託に基づき、地域福利増進事業等を実施しようとする区域内の土地その他の土地の土地

所有者等の探索を行うこと。 

六 低未利用土地の適正な利用及び管理の促進その他所有者不明土地の発生の抑制を図るため

に必要な事業又は事務を行うこと。 

七 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する調査研究を行うこと。 

八 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する普及啓発を行うこと。 

九 前各号に掲げるもののほか、所有者不明土地の利用の円滑化等を図るために必要な事業又

は事務を行うこと。 

（令四法三八・追加） 

（監督等） 

第四十九条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があ

ると認めるときは、推進法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、推進法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認めると

きは、推進法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずること

ができる。 

３ 市町村長は、推進法人が前項の規定による命令に違反したときは、第四十七条第一項の規定

による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならな
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い。 

（令四法三八・追加） 

（情報の提供等） 

第五十条 国及び関係地方公共団体は、推進法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提

供又は指導若しくは助言をするものとする。 

（令四法三八・追加） 

（市町村長への要請） 

第五十一条 推進法人は、所有者不明土地につきその適切な管理のため特に必要があると認める

とき又は管理不全所有者不明土地若しくは管理不全隣接土地につき第四十二条第三項各号若し

くは第四項各号に掲げる事態の発生を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長

に対し、同条各項の規定による請求をするよう要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、第

四十二条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第四十二条各項の規定による

請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請をした

推進法人に通知しなければならない。 

（令四法三八・追加・一部改正） 

（推進法人による所有者不明土地対策計画の作成等の提案） 

第五十二条 推進法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、国

土交通省令で定めるところにより、所有者不明土地対策計画の作成又は変更をすることを提案

することができる。この場合においては、基本方針に即して、当該提案に係る所有者不明土地

対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき所有者不明土地対策計画の作成

又は変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした推進法人に通知しなければならな

い。この場合において、所有者不明土地対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、

その理由を明らかにしなければならない。 

（令四法三八・追加） 

 

第七章 雑則 

（令四法三八・旧第五章繰下） 

 

（職員の派遣の要請） 

第五十三条 都道府県知事は、地域福利増進事業等の実施の準備のためその職員に土地所有者等

の探索に関する専門的な知識を習得させる必要があるときは、国土交通省令で定めるところに

より、国土交通大臣に対し、国土交通省の職員の派遣を要請することができる。 

２ 市町村長は、次に掲げる場合においては、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大

臣に対し、国土交通省の職員の派遣を要請することができる。 

一 地域福利増進事業等の実施の準備のため又は第三十八条第一項の規定による勧告を適切に
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行うためその職員に土地所有者等の探索に関する専門的な知識を習得させる必要があると

き。 

二 所有者不明土地対策計画の作成若しくは変更又は所有者不明土地の管理の適正化を図るた

めに行う事業若しくは事務の実施の準備若しくは実施のため必要があるとき。 

（令四法三八・旧第四十一条繰下・一部改正） 

（職員の派遣の配慮） 

第五十四条 国土交通大臣は、前条各項の規定による要請があったときは、その所掌事務又は業

務の遂行に著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣するよう努めるものとする。 

（令四法三八・旧第四十二条繰下・一部改正） 

（地方公共団体の援助） 

第五十五条 地方公共団体は、地域福利増進事業を実施しようとする者その他の所有者不明土地

を使用しようとする者の求めに応じ、所有者不明土地の使用の方法に関する提案、所有者不明

土地の境界を明らかにするための措置に関する助言、土地の権利関係又は評価について特別の

知識経験を有する者のあっせんその他の援助を行うよう努めるものとする。 

（令四法三八・旧第四十三条繰下） 

（手数料） 

第五十六条 都道府県は、第二十七条第一項又は第三十七条第一項の規定による裁定の申請に係

る手数料の徴収については、当該裁定の申請をする者から、実費の範囲内において、当該事務

の性質を考慮して損失の補償金の見積額に応じ政令で定める額を徴収することを標準として条

例を定めなければならない。 

（令四法三八・旧第四十四条繰下） 

（権限の委任） 

第五十七条 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、

その一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。 

（令四法三八・旧第四十五条繰下） 

（事務の区分） 

第五十八条 この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務のうち次に掲げる

ものは、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法

定受託事務とする。 

一 第二十八条、第二十九条、第三十条第一項、第三十二条第一項、第三十三条、第三十五条

第一項において準用する土地収用法第八十四条第二項、第八十五条第二項及び第八十九条第

一項、第三十五条第一項において準用する同法第八十四条第三項において準用する同法第八

十三条第三項から第六項まで並びに第三十六条第一項に規定する事務（同法第十七条第一項

各号に掲げる事業又は同法第二十七条第二項若しくは第四項の規定により国土交通大臣の事

業の認定を受けた事業に関するものに限る。） 

二 第三十七条第二項において準用する第二十八条、第二十九条及び第三十条第一項、第三十

七条第三項、同条第四項において準用する第三十三条、同項において準用する第三十五条第

一項において準用する土地収用法第八十四条第二項、第八十五条第二項及び第八十九条第一
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項、第三十七条第四項において準用する第三十五条第一項において準用する同法第八十四条

第三項において準用する同法第八十三条第三項から第六項まで並びに第三十七条第四項にお

いて準用する第三十六条第一項に規定する事務（都市計画法第五十九条第一項から第三項ま

での規定により国土交通大臣の認可又は承認を受けた都市計画事業に関するものに限る。） 

（令四法三八・旧第四十六条繰下） 

（省令への委任） 

第五十九条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、国土交通省令

又は法務省令で定める。 

（令四法三八・旧第四十七条繰下） 

（経過措置） 

第六十条 この法律に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制

定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する

経過措置を含む。）を定めることができる。 

（令四法三八・旧第四十八条繰下） 

第八章 罰則 

（令四法三八・旧第六章繰下） 

第六十一条 第二十五条第一項の規定による命令に違反したときは、その違反行為をした者は、

一年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

（令四法三八・旧第四十九条繰下・一部改正） 

第六十二条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、三十万円以下

の罰金に処する。 

一 第十三条第五項（第十九条第四項において準用する場合を含む。）、第三十二条第五項若

しくは第三十六条第一項（第三十七条第四項においてこれらの規定を準用する場合を含

む。）又は第四十一条第一項の規定による調査を拒み、妨げ、又は忌避したとき。 

二 第二十条第一項又は第二項の規定に違反したとき。 

三 第二十六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせ

ず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 

四 第三十九条の規定による命令に違反したとき。 

２ 前項（第二号（第二十条第二項に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）の規定は、刑法

（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用を妨げない。 

（令四法三八・旧第五十条繰下・一部改正） 

第六十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に

対して各本条の罰金刑を科する。 

（令四法三八・旧第五十一条繰下） 
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附 則 抄 

 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。ただし、第三章第一節及び第二節、第四十四条、第四十六条並びに第六章並びに附則第

三項の規定は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。 

（平成三〇年政令第三〇七号で、本文に係る部分は、平成三〇年一一月一五日から、た

だし書に係る部分は、平成三一年六月一日から施行） 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検

討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和三年四月二八日法律第二四号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（令和三年政令第三三二号で令和五年四月一日から施行） 

一 第二条中不動産登記法第百三十一条第五項の改正規定及び附則第三十四条の規定 公布の

日 

（その他の経過措置の政令等への委任） 

第三十四条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定

める。 

 

附 則 （令和三年五月一〇日法律第三〇号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

（令和三年政令第一五二号で令和三年五月二〇日から施行） 

 

附 則 （令和三年五月一九日法律第三七号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年九月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 第二十七条（住民基本台帳法別表第一から別表第五までの改正規定に限る。）、第四十五
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条、第四十七条及び第五十五条（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律別表第一及び別表第二の改正規定（同表の二十七の項の改正規定を除く。）

に限る。）並びに附則第八条第一項、第五十九条から第六十三条まで、第六十七条及び第七

十一条から第七十三条までの規定 公布の日 

二から六まで 略 

七 第二十七条（住民基本台帳法第二十四条の二の改正規定及び同法第三十条の十五第三項の

改正規定に限る。）、第四十八条（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証

業務に関する法律第七十一条の二を同法第七十一条の三とし、同法第七十一条の次に一条を

加える改正規定を除く。）、第四十九条及び第五十一条並びに附則第九条（第三項を除

く。）、第十条、第十五条、第十八条（戸籍法第百二十九条の改正規定（「戸籍の」の下に

「正本及び」を加える部分に限る。）に限る。）、第二十二条、第二十五条、第二十六条、

第二十八条、第二十九条（住民基本台帳法第三十条の十五第三項の改正規定に限る。）、第

三十九条、第四十三条、第四十七条、第四十九条、第五十四条、第五十五条（がん登録等の

推進に関する法律第三十五条の改正規定（「（条例を含む。）」を削る部分に限る。）に限

る。）、第五十七条、第六十六条及び第七十条の規定 公布の日から起算して二年を超えな

い範囲内において、各規定につき、政令で定める日 

（令和四年政令第一七六号で令和五年四月一日から施行） 

（罰則に関する経過措置） 

第七十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条におい

て同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場

合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

（政令への委任） 

第七十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関す

る経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

附 則 （令和四年五月九日法律第三八号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第三条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 民法等の一部を改正する法律（令和三年法律第二十四号）の施行の日 

（施行の日＝令和五年四月一日） 

（所有者不明土地に係る裁定に関する経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正後の所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（以

下この条において「新法」という。）第二条第二項の規定は、この法律の施行の日（以下この

条において「施行日」という。）以後に所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法
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（以下この条において「所有者不明土地法」という。）第十条第一項、第二十七条第一項又は

第三十七条第一項の規定による裁定の申請があった場合における当該裁定に係る所有者不明土

地について適用し、施行日前にこれらの規定による裁定の申請があった場合における当該裁定

に係る所有者不明土地については、なお従前の例による。 

２ 新法第十一条第四項（新法第十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定は、施行

日以後に所有者不明土地法第十条第一項又は新法第十九条第一項の規定による裁定の申請があ

った場合における当該申請に係る縦覧について適用し、施行日前に所有者不明土地法第十条第

一項の規定による裁定の申請があった場合における当該申請に係る縦覧については、なお従前

の例による。 

３ 新法第十三条第二項及び第三項並びに第十六条第三項（新法第十九条第四項においてこれら

の規定を準用する場合を含む。）の規定は、施行日以後に所有者不明土地法第十条第一項又は

新法第十九条第一項の規定による裁定の申請があった場合における当該裁定において定める事

項及び当該裁定に係る補償金の額について適用し、施行日前に所有者不明土地法第十条第一項

の規定による裁定の申請があった場合における当該裁定において定める事項及び当該裁定に係

る補償金の額については、なお従前の例による。 

４ 新法第十七条第一項及び第十八条（新法第十九条第四項においてこれらの規定を準用する場

合を含む。）の規定は、施行日以後に所有者不明土地法第十条第一項又は新法第十九条第一項

の規定による裁定の申請があった場合における当該裁定に係る補償金の供託について適用し、

施行日前に所有者不明土地法第十条第一項の規定による裁定の申請があった場合における当該

裁定に係る補償金の供託については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措

置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定について、

その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとする。 
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○土地基本法（平成元年法律第八十四号） 

 

目次 

第一章総則（第一条―第十一条） 

第二章土地に関する基本的施策（第十二条―第二十条） 

第三章土地に関する基本的な方針（第二十一条） 

第四章国土審議会の調査審議等（第二十二条） 

附則 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、土地についての基本理念を定め、並びに土地所有者等、国、地方公共団

体、事業者及び国民の土地についての基本理念に係る責務を明らかにするとともに、土地に関

する施策の基本となる事項を定めることにより、土地が有する効用の十分な発揮、現在及び将

来における地域の良好な環境の確保並びに災害予防、災害応急対策、災害復旧及び災害からの

復興に資する適正な土地の利用及び管理並びにこれらを促進するための土地の取引の円滑化及

び適正な地価の形成に関する施策を総合的に推進し、もって地域の活性化及び安全で持続可能

な社会の形成を図り、国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与することを目的とす

る。 

（土地についての公共の福祉優先） 

第二条 土地は、現在及び将来における国民のための限られた貴重な資源であること、国民の諸

活動にとって不可欠の基盤であること、その利用及び管理が他の土地の利用及び管理と密接な

関係を有するものであること、その価値が主として人口及び産業の動向、土地の利用及び管理

の動向、社会資本の整備状況その他の社会的経済的条件により変動するものであること等公共

の利害に関係する特性を有していることに鑑み、土地については、公共の福祉を優先させるも

のとする。 

（適正な利用及び管理等） 

第三条 土地は、その所在する地域の自然的、社会的、経済的及び文化的諸条件に応じて適正に

利用し、又は管理されるものとする。 

２ 土地は、その周辺地域の良好な環境の形成を図るとともに当該周辺地域への悪影響を防止す

る観点から、適正に利用し、又は管理されるものとする。 

３ 土地は、適正かつ合理的な土地の利用及び管理を図るため策定された土地の利用及び管理に

関する計画に従って利用し、又は管理されるものとする。 

（円滑な取引等） 

第四条 土地は、土地の所有者又は土地を使用収益する権原を有する者（以下「土地所有者等」

という。）による適正な利用及び管理を促進する観点から、円滑に取引されるものとする。 

２ 土地は、投機的取引の対象とされてはならない。 
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（土地所有者等による適切な負担） 

第五条 土地の価値がその所在する地域における第二条に規定する社会的経済的条件の変化によ

り増加する場合には、土地所有者等に対し、その価値の増加に伴う利益に応じて適切な負担が

求められるものとする。 

２ 土地の価値が地域住民その他の土地所有者等以外の者によるまちづくりの推進その他の地域

における公共の利益の増進を図る活動により維持され、又は増加する場合には、土地所有者等

に対し、その価値の維持又は増加に要する費用に応じて適切な負担が求められるものとする。 

（土地所有者等の責務） 

第六条 土地所有者等は第二条から前条、 までに定める土地についての基本理念（以下「土地

についての基本理念」という。）にのっとり、土地の利用及び管理並びに取引を行う責務を有

する。 

２ 土地の所有者は、前項の責務を遂行するに当たっては、その所有する土地に関する登記手続

その他の権利関係の明確化のための措置及び当該土地の所有権の境界の明確化のための措置を

適切に講ずるように努めなければならない。 

３ 土地所有者等は、国又は地方公共団体が実施する土地に関する施策に協力しなければならな

い。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第七条 国及び地方公共団体は、土地についての基本理念にのっとり、土地に関する施策を総合

的に策定し、及びこれを実施する責務を有する。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の責務を遂行するに当たっては、土地所有者等による適正な土

地の利用及び管理を確保するため必要な措置を講ずるように努めるとともに、地域住民その他

の土地所有者等以外の者による当該利用及び管理を補完する取組を推進するため必要な措置を

講ずるように努めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、土地についての基本理念に関する国民の理解

を深めるよう適切な措置を講じなければならない。 

（事業者の責務） 

第八条 事業者は、土地の利用及び管理並びに取引（これを支援する行為を含む。）に当たって

は、土地についての基本理念に従わなければならない。 

２ 事業者は、国及び地方公共団体が実施する土地に関する施策に協力しなければならない。 

（国民の責務） 

第九条 国民は、土地の利用及び管理並びに取引に当たっては、土地についての基本理念を尊重

しなければならない。 

２ 国民は、国及び地方公共団体が実施する土地に関する施策に協力するように努めなければな

らない。 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、土地に関する施策を実施するため必要な法制上、財政上及び金融上の措置を講

じなければならない。 

（年次報告等） 
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第十一条 政府は、毎年、国会に、不動産市場、土地の利用及び管理その他の土地に関する動向

及び政府が土地に関して講じた基本的な施策に関する報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る土地に関する動向を考慮して講じようとする基本的な施策

を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

３ 政府は、前項の講じようとする基本的な施策を明らかにした文書を作成するには、国土審議

会の意見を聴かなければならない。 

 

第二章 土地に関する基本的施策 

 

（土地の利用及び管理に関する計画の策定等） 

第十二条 国及び地方公共団体は、適正かつ合理的な土地の利用及び管理を図るため、人口及び

産業の将来の見通し、土地の利用及び管理の動向その他の自然的、社会的、経済的及び文化的

諸条件を勘案し、必要な土地の利用及び管理に関する計画を策定するものとする。 

２ 前項の場合において、国及び地方公共団体は、地域の特性を考慮して、良好な環境の形成若

しくは保全、災害の防止、良好な環境に配慮した土地の高度利用又は土地利用の適正な転換を

図るため特に必要があると認めるときは同項の計画を詳細に策定するものとし、地域における

社会経済活動の広域的な展開を考慮して特に必要があると認めるときは同項の計画を広域の見

地に配慮して策定するものとする。 

３ 第一項の場合において、国及び地方公共団体は、住民その他の関係者の意見を反映させるも

のとする。 

４ 国及び地方公共団体は、第一項に規定する諸条件の変化を勘案して必要があると認めるとき

は、同項の計画を変更するものとする。 

（適正な土地の利用及び管理の確保を図るための措置） 

第十三条 国及び地方公共団体は、前条第一項の計画に従って行われる良好な環境の形成又は保

全、災害の防止、良好な環境に配慮した土地の高度利用、土地利用の適正な転換その他適正な

土地の利用及び管理の確保を図るため、土地の利用又は管理の規制又は誘導に関する措置を適

切に講ずるとともに、同項の計画に係る事業の実施及び当該事業の用に供する土地の境界の明

確化その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の措置を講ずるに当たっては、公共事業の用に供する土地その

他の土地の所有権又は当該土地の利用若しくは管理に必要な権原の取得に関する措置を講ずる

ように努めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、第一項の措置を講ずるに当たっては、需要に応じた宅地の供給が図

られるように努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、第一項の措置を講ずるに当たっては、低未利用土地（居住の用、業

務の用その他の用途に供されておらず、又はその利用の程度がその周辺の地域における同一の

用途若しくはこれに類する用途に供されている土地の利用の程度に比し著しく劣っていると認

められる土地をいう。以下この項において同じ。）に係る情報の提供、低未利用土地の取得の

支援等低未利用土地の適正な利用及び管理の促進に努めるものとする。 
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５ 国及び地方公共団体は、第一項の措置を講ずるに当たっては、所有者不明土地（相当な努力

を払って探索を行ってもなおその所有者の全部又は一部を確知することができない土地をい

う。）の発生の抑制及び解消並びに円滑な利用及び管理の確保が図られるように努めるものと

する。 

（土地の取引に関する措置） 

第十四条 国及び地方公共団体は、円滑な土地の取引に資するため、不動産市場の整備に関する

措置その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、土地の投機的取引及び地価の高騰が国民生活に及ぼす弊害を除去

し、適正な地価の形成に資するため、土地取引の規制に関する措置その他必要な措置を講ずる

ものとする。 

（社会資本の整備に関連する利益に応じた適切な負担） 

第十五条 国及び地方公共団体は、社会資本の整備に関連して土地所有者等が著しく利益を受け

ることとなる場合において、地域の特性等を勘案して適切であると認めるときは、その利益に

応じてその社会資本の整備についての適切な負担を課するための必要な措置を講ずるものとす

る。 

（税制上の措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、土地についての基本理念にのっとり、土地に関する施策を踏

まえ、税負担の公平の確保を図りつつ、土地に関し、適正な税制上の措置を講ずるものとする。 

（公的土地評価の適正化等） 

第十七条 国は、適正な地価の形成及び課税の適正化に資するため、土地の正常な価格を公示す

るとともに、公的土地評価について相互の均衡と適正化が図られるように努めるものとする。 

（調査の実施等） 

第十八条 国及び地方公共団体は、土地に関する施策の総合的かつ効率的な実施を図るため、地

籍、土地の利用及び管理の状況、不動産市場の動向等に関し、調査を実施し、資料を収集する

等必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、土地に関する施策の円滑な実施に資するため、個人の権利利益の保

護に配慮しつつ、国民に対し、地籍、土地の利用及び管理の状況、不動産市場の動向等の土地

に関する情報を提供するように努めるものとする。 

（施策の整合性の確保及び行政組織の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、土地に関する施策を講ずるにつき、相協力し、その整合性を

確保するように努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、土地に関する施策を講ずるにつき、総合的見地に立った行政組織の

整備及び行政運営の改善に努めるものとする。 

（地方公共団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する土地に関する施策を支援するため、情報の提供その他

必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

第三章 土地に関する基本的な方針 
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第二十一条 政府は、土地についての基本理念にのっとり、前章に定める土地の利用及び管理、

土地の取引、土地の調査並びに土地に関する情報の提供に関する基本的施策その他の土地に関

する施策の総合的な推進を図るため、土地に関する基本的な方針（以下この条において「土地

基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 土地基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 第十二条第一項の計画の策定等に関する基本的事項 

二 適正な土地の利用及び管理の確保を図るための措置に関する基本的事項 

三 土地の取引に関する措置に関する基本的事項 

四 土地に関する調査の実施及び資料の収集に関する措置並びに第十八条第二項に規定する土

地に関する情報の提供に関する基本的事項 

五 前各号に掲げるもののほか、土地に関する施策の総合的な推進を図るために必要な事項 

３ 国土交通大臣は、土地基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 国土交通大臣は、前項の規定により土地基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじ

め、国民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、国土審議会の意見を聴かな

ければならない。 

５ 国土交通大臣は、第三項の閣議の決定があったときは、直ちに、土地基本方針を告示しなけ

ればならない。 

６ 前三項の規定は、土地基本方針の変更について準用する。 

 

第四章 国土審議会の調査審議等 

 

第二十二条 国土審議会は、国土交通大臣の諮問に応じ、土地に関する総合的かつ基本的な施策

に関する事項及び国土の利用に関する基本的な事項を調査審議する。 

２ 国土審議会は、前項に規定する事項に関し、国土交通大臣に対し、及び国土交通大臣を通じ

て関係行政機関の長に対し、意見を申し出ることができる。 

３ 関係行政機関の長は、土地に関する総合的かつ基本的な施策に関する事項でその所掌に係る

もの及び国土の利用に関する基本的な事項でその所掌に係るものについて国土審議会の意見を

聴くことができる。 

 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 
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○国土調査法（昭和二十六年法律第百八十号） 

 

目次 

第一章 目的及び定義（第一条・第二条） 

第二章 計画及び実施（第三条―第十条） 

第三章 国土審議会等の調査審議等（第十一条―第十六条） 

第四章 国土調査の成果等の取扱い（第十七条―第二十一条の二） 

第五章 雑則（第二十二条―第三十四条の三） 

第六章 罰則（第三十五条―第三十八条） 

附則 

 

第一章 目的及び定義 

 

（目的） 

第一条 この法律は、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するとともに、あわせて

地籍の明確化を図るため、国土の実態を科学的且つ総合的に調査することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「国土調査」とは、左の各号に掲げる調査をいう。 

一 国の機関が行う基本調査、土地分類調査又は水調査 

二 都道府県が行う基本調査 

三 地方公共団体又は土地改良区その他の政令で定める者（以下「土地改良区等」という）が

行う土地分類調査又は水調査で。 第五条第四項又は第六条第三項の規定による指定を受け

たもの及び地方公共団体又は土地改良区等が行う地籍調査で第五条第四項若しくは第六条第

三項の規定による指定を受けたもの又は第六条の三第二項の規定により定められた事業計画

に基くもの 

２ 前項第一号及び第二号の「基本調査」とは、土地分類調査、水調査及び地籍調査の基礎とす

るために行う土地及び水面の測量（このために必要な基準点の測量を含む。）並びに土地分類

調査及び水調査の基準の設定のための調査を行い、その結果を地図及び簿冊に作成することを

いう。 

３ 第一項第一号及び第三号の「土地分類調査」とは、土地をその利用の可能性により分類する

目的をもつて、土地の利用現況、土性その他の土じようの物理的及び化学的性質、浸蝕の状況

その他の主要な自然的要素並びにその生産力に関する調査を行い、その結果を地図及び簿冊に

作成することをいう。 

４ 第一項第一号及び第三号の「水調査」とは、治水及び利水に資する目的をもつて、気象、陸

水の流量、水質及び流砂状況並びに取水量、用水量、排水量及び水利慣行等の水利に関する調

査を行い、その結果を地図及び簿冊に作成することをいう。 

５ 第一項第三号の「地籍調査」とは、毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査

並びに境界及び地積に関する測量を行い、その結果を地図及び簿冊に作成することをいう。 
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６ 第二項から前項までに規定する地図及び簿冊の様式は、政令で定める。 

７ 第一項第一号に規定する基本調査、土地分類調査又は水調査を行う国の機関は、これらの国

土調査の各々について政令で定める。 

 

第二章 計画及び実施 

 

（基礎計画及び作業規程の準則） 

第三条 国の機関が行う国土調査及び都道府県が行う基本調査の基礎計画は、国土交通省令で定

める。 

２ 国土調査の作業規程の準則は、国土交通省令で定める。 

（国の機関が行う国土調査の実施に関する計画及び作業規程） 

第四条 国の機関が行う国土調査の実施計画は、前条第一項の基礎計画に基いて、当該調査を行

う国の機関が作成する。 

２ 前項の実施計画は、あらかじめ、国土交通大臣の承認を得て定めなければならない。 

３ 第一項の国の機関が行う国土調査の作業規程は、前条第二項の作業規程の準則に基づいて、

当該調査を行う国の機関が作成して、これを国土交通大臣に届け出なければならない。 

４ 国の機関が第二条第一項第一号の国土調査を行う場合においては、当該調査が行われる都道

府県におけるその実施の方法について、当該都道府県の意見を聞かなければならない。 

（都道府県が行う国土調査の指定） 

第五条 都道府県は、国土調査として基本調査を行おうとする場合においては、第三条第一項及

び第二項の基礎計画及び作業規程の準則に基づいて、その実施に関する計画及び作業規程を作

成して、これを国土交通大臣に届け出なければならない。 

２ 都道府県は、基本調査の成果に基づいて、国土調査として第二条第一項第三号の調査（地籍

調査で第六条の三第二項の規定により定められた事業計画に基づくものを除く。以下第六条第

一項において同じ。）を行おうとする場合においては、その実施に関する計画を作成して、こ

れを国土交通大臣に届け出なければならない。 

３ 都道府県は、第三条第二項の作業規程の準則に基づいて、前項の規定による届出をした計画

に係る調査の作業規程を作成して、これを国土交通大臣に届け出なければならない。 

４ 国土交通大臣は、前三項の規定による届出があつた場合においては、その届出に係る計画及

び作業規程を審査し、その結果に基づいて当該調査を国土調査として指定し、又は当該届出に

係る計画若しくは作業規程の変更を勧告し、若しくは必要な助言をした場合において当該都道

府県がこれに同意したときはその計画若しくは作業規程に変更を加えて国土調査として指定し

なければならない。 

５ 国土交通大臣は、前項の規定により国土調査の指定をした場合においては、遅滞なく、政令

で定めるところにより、公示しなければならない。 

（市町村又は土地改良区等が行う国土調査の指定） 

第六条 市町村又は土地改良区等は、基本調査の成果に基いて、国土調査として第二条第一項第

三号の調査を行おうとする場合においては、その実施に関する計画を作成して、これを都道府
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県知事に届け出なければならない。 

２ 市町村又は土地改良区等は、第三条第二項の作業規程の準則に基いて、前項の規定による届

出をした計画に係る調査の作業規程を作成して、これを都道府県知事に届け出なければならな

い。 

３ 都道府県知事は、前二項の規定による届出があつた場合においては、その届出に係る計画及

び作業規程を審査し、その結果に基いて当該調査を国土調査として指定し、又は当該届出に係

る計画若しくは作業規程の変更を勧告し、若しくは必要な助言をした場合において当該市町村

又は土地改良区等がこれに同意したときはその計画若しくは作業規程に変更を加えて国土調査

として指定しなければならない。 

４ 都道府県知事は、前項の規定によつて当該国土調査の指定をしようとする場合においては、

あらかじめ、国土交通大臣等（当該指定に係る調査が、市町村が行うものである場合にあつて

は国土交通大臣、土地改良区等が行うものである場合にあつては国土交通大臣及び土地改良区

等を所管する大臣をいう。以下同じ。）の意見を求めることができる。 

５ 都道府県知事は、第三項の規定により国土調査の指定をした場合においては、遅滞なく、政

令で定めるところにより、これを公表するよう努めなければならない。 

（地籍調査に関する特定計画） 

第六条の二 国土交通大臣は、国土の総合開発に関する施策を策定し、又はこれが実施の円滑化

を図るため特に速やかに地籍調査を行う必要があると認める地域について、政令で定めるとこ

ろにより地籍調査に関する特定計画を定めて、遅滞なく、これを公示するとともに、関係都道

府県に通知しなければならない。 

２ 国土交通大臣は、前項の特定計画を定めようとする場合においては、あらかじめ、関係都道

府県と協議しなければならない。 

（地籍調査に関する都道府県計画等） 

第六条の三 都道府県は、前条第一項の通知を受けたときは、同項の特定計画に基づき、政令で

定めるところにより地籍調査に関する都道府県計画を定めて、これを国土交通大臣に報告しな

ければならない。 

２ 都道府県は、前項の都道府県計画に基き、関係市町村又は土地改良区等と協議し、毎年度、

政令で定めるところにより、当該年度における事業計画を定めなければならない。 

３ 都道府県は、前項の事業計画を定めようとする場合においては、あらかじめ、国土交通大臣

に協議し、その同意を得なければならない。 

４ 国土交通大臣は、前項の同意をする場合においては、第九条の二第二項の規定により国が負

担することとなる経費の総額が国会の議決を経た予算の金額を超えない範囲内においてしなけ

ればならない。 

５ 第二項の事業計画が定められた場合においては、都道府県知事は、遅滞なく、政令で定める

ところによりこれを公表するよう努めるとともに、関係市町村又は土地改良区等に通知しなけ

ればならない。 

（事業計画の実施等） 

第六条の四 都道府県、市町村又は土地改良区等は、前条第二項の規定により定められた事業計
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画に基づく地籍調査を行うものとする。 

２ 前項の場合において、都道府県、市町村又は土地改良区等は、あらかじめ、その実施に関す

る計画及び第三条第二項の作業規程の準則に基づく作業規程を作成して、都道府県にあつては

国土交通大臣に、市町村又は土地改良区等にあつては都道府県知事に届け出なければならな

い。 

（国土調査の実施の公示） 

第七条 国土調査を行う者は、当該国土調査の開始前に、政令で定めるところにより、公示しな

ければならない。 

（国土調査の実施の勧告） 

第八条 都道府県が土地改良事業その他の政令で定める事業を行う場合又はこれらの事業が道若

しくは二以上の都府県の区域にわたつて行われる場合においては、当該事業を所管する大臣

（以下「事業所管大臣」という。）は、当該事業を行う者に対し、国土調査を併せ行うことを

勧告することができる。 

２ 第五条の規定は、前項の事業を行う者が同項の勧告に基いて国土調査を併せ行う場合に準用

する。この場合において、同条中「都道府県」とあるのは「土地改良事業その他の政令で定め

る事業を行う者」と、「国土交通大臣」とあるのは「事業所管大臣」と読み替えるものとす

る。 

３ 事業所管大臣は、前項において準用する第五条第四項の規定による指定又は勧告若しくは助

言をする場合においては、あらかじめ、国土交通大臣の承認を得なければならない。 

４ 都道府県知事は、当該都道府県の区域内において国の機関及び都道府県以外の者が第一項の

事業を行う場合においては、当該事業を行う者に対し、国土調査をあわせ行うことを勧告する

ことができる。 

５ 第六条の規定は、前項の事業を行う者が同項の勧告に基づいて国土調査を併せ行う場合に準

用する。この場合において、同条第四項中「国土交通大臣等（当該指定に係る調査が、市町村

が行うものである場合にあつては国土交通大臣、土地改良区等が行うものである場合にあつて

は国土交通大臣及び土地改良区等を所管する大臣をいう。以下同じ。）」とあるのは、「国土

交通大臣及び事業所管大臣」と読み替えるものとする。 

（補助金の交付） 

第九条 国は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該調査を行う者又は当該調査

を行う者に対して補助金を交付する都道府県に対し、政令で定めるところにより、予算の範囲

内において補助金を交付することができる。 

一 第五条第四項の規定により当該都道府県の届出に係る計画及び作業規程に変更を加えた国土

調査の指定があつた場合 

二 第六条第三項の規定により当該市町村又は土地改良区等の届出に係る計画及び作業規程に同

条第四項の規定による請求があつた場合において国土交通大臣等がした勧告又は助言に基づく

変更を加えた国土調査の指定があつた場合 

三 前条第一項に規定する者が同項の勧告に基き、且つ、同条第二項において準用する第五条第

四項の規定による指定によつて国土調査をあわせ行う場合 
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四 前条第四項に規定する者が同項の規定による勧告に基づき、かつ、同条第五項において準用

する第六条第四項の規定による請求があつた場合において国土交通大臣及び事業所管大臣がし

た勧告又は助言に基づく指定によつて国土調査を併せ行う場合 

（経費の負担） 

第九条の二 都道府県は、政令で定めるところにより、第六条の四の規定により市町村が行う地

籍調査に要する経費の四分の三又は土地改良区等が行う地籍調査に要する経費の六分の五を負

担する。 

２ 国は、政令で定めるところにより、第六条の四の規定により都道府県が行う地籍調査に要す

る経費の二分の一又は前項の規定により市町村が行う地籍調査について都道府県が負担する経

費の三分の二若しくは土地改良区等が行う地籍調査について都道府県が負担する経費の十分の

八を負担する。 

３ 前項の規定により国が負担する経費は、第六条の三第三項の同意に係る金額を限度とするも

のとする。 

（国土調査の実施の委託） 

第十条 国の機関、都道府県又は市町村は、国土調査を行おうとする場合においては、国の機関

にあつては都道府県又は道若しくは二以上の都府県の区域にわたつて基本調査、土地分類調査

又は水調査に類する調査を行う者に、都道府県にあつては市町村又は土地改良区等に、市町村

にあつては土地改良区等に、それぞれ当該国土調査の実施を委託することができる。 

２ 前項に規定するもののほか、都道府県又は市町村は、国土調査を適正かつ確実に実施するこ

とができると認められる者として国土交通省令で定める要件に該当する法人に、その行う国土

調査（同項の規定によりその実施を委託されたものを含む。）の実施を委託することができ

る。 

 

第三章 国土審議会等の調査審議等 

 

第十一条 削除 

（国土審議会の調査審議等） 

第十二条 国土審議会は、国土交通大臣の諮問に応じ、国土調査に関する重要事項について調査

審議する。 

２ 国土審議会は、必要に応じて、国土調査に関し、国土交通大臣に勧告し、及び国土交通大臣

を通じて関係各行政機関の長に意見を申し出ることができる。 

第十三条及び第十四条 削除 

（審議会等の調査審議） 

第十五条 都道府県知事は、その管轄区域内において国土調査が実施される場合においては、国

土利用計画法（昭和四十九年法律第九十二号）第三十八条第一項に規定する審議会等に対し、

当該国土調査に関する重要事項について調査審議を求めることができる。 

第十六条 削除 
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第四章 国土調査の成果等の取扱い 

 

（地図及び簿冊の閲覧） 

第十七条 国土調査を行つた者は、第二条第二項若しくは第五項に規定する調査及び測量又は同

条第三項若しくは第四項に規定する調査の結果に基づいて地図及び簿冊を作成した場合におい

ては、遅滞なく、その旨を公告し、当該国土調査を行つた者の事務所（地籍調査にあつては、

当該地籍調査が行われた市町村の事務所）において、その公告の日から二十日間当該地図及び

簿冊を一般の閲覧に供しなければならない。 

２ 前項の規定により一般の閲覧に供された地図及び簿冊に測量若しくは調査上の誤り又は政令

で定める限度以上の誤差があると認める者は、同項の期間内に、当該国土調査を行つた者に対

して、その旨を申し出ることができる。 

３ 前項の規定による申出があつた場合においては、当該国土調査を行つた者は、その申出に係

る事実があると認めたときは、遅滞なく、当該地図及び簿冊を修正しなければならない。 

（地図及び簿冊の送付） 

第十八条 前条第一項の規定により閲覧に供された地図及び簿冊について同項の閲覧期間内に同

条第二項の規定による申出がない場合、同項の規定による申出があつた場合においてその申出

に係る事実がないと認めた場合又は同条第三項の規定により修正を行つた場合においては、当

該地図及び簿冊に係る国土調査を行つた者は、それぞれ、国の機関及び第五条第四項の規定に

よる指定を受け又は第六条の三第二項の規定により定められた事業計画に基づいて国土調査を

行う都道府県にあつては国土交通大臣に、第八条第一項の勧告に基づいて国土調査を行う者に

あつては事業所管大臣に、その他の者にあつては都道府県知事に、遅滞なく、その地図及び簿

冊を送付しなければならない。 

（国土調査の成果の認証） 

第十九条 国土調査を行つた者は、前条の規定により送付した地図及び簿冊（以下「国土調査の

成果」という）について、それぞ。 れ、国の機関及び第五条第四項の規定による指定を受け

又は第六条の三第二項の規定により定められた事業計画に基づいて国土調査を行う都道府県に

あつては国土交通大臣に、第八条第一項の勧告に基づいて国土調査を行う者にあつては事業所

管大臣に、その他の者にあつては都道府県知事に、政令で定める手続により、その認証を請求

することができる。 

２ 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、前項の規定による請求を受けた場合にお

いては、当該請求に係る国土調査の成果の審査の結果に基づいて、その国土調査の成果に測量

若しくは調査上の誤り又は政令で定める限度以上の誤差がある場合を除くほか、その国土調査

の成果を認証しなければならない。 

３ 事業所管大臣又は都道府県知事は、前項の規定により国土調査の成果を認証する場合におい

ては、政令で定める手続により、あらかじめ、それぞれ国土交通大臣又は国土交通大臣等の承

認を得なければならない。 

４ 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、第二項の規定により国土調査の成果を認

証した場合においては、遅滞なく、その旨を公告しなければならない。 
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５ 国土調査以外の測量及び調査を行つた者が当該測量及び調査の結果作成された地図及び簿冊

について政令で定める手続により国土調査の成果としての認証を申請した場合においては、国

土交通大臣又は事業所管大臣は、これらの地図及び簿冊が第二項の規定により認証を受けた国

土調査の成果と同等以上の精度又は正確さを有すると認めたときは、これらを同項の規定によ

つて認証された国土調査の成果と同一の効果があるものとして指定することができる。 

６ 国土調査を行う者は、国土調査の効率的な実施に資するため必要があると認めるときは、前

項の規定による申請を当該測量及び調査を行つた者に代わつて行うことができる。この場合に

おいては、あらかじめ、当該測量及び調査を行つた者の同意を得なければならない。 

７ 事業所管大臣は、第五項の規定による指定をする場合においては、あらかじめ、国土交通大

臣の承認を得なければならない。 

８ 国土交通大臣又は事業所管大臣は、第五項の規定による指定をしたときは、遅滞なく、その

旨を公告するとともに、関係都道府県知事に通知しなければならない。 

（国土調査の成果の写しの送付等） 

第二十条 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、前条第二項の規定により国土調査

の成果を認証した場合又は同条第五項の規定により指定をした場合においては、地籍調査にあ

つては当該調査に係る土地の登記の事務をつかさどる登記所に、その他の国土調査にあつては

政令で定める台帳を備える者に、それぞれ当該国土調査の成果の写しを送付しなければならな

い。 

２ 登記所又は前項の台帳を備える者は、政令で定めるところにより、同項の規定により送付さ

れた国土調査の成果の写しに基づいて、土地の表示に関する登記及び所有権の登記名義人の氏

名若しくは名称若しくは住所についての変更の登記若しくは更正の登記をし、又は同項の台帳

の記載を改めなければならない。 

３ 前項の場合において、地籍調査が第三十二条の規定により行われたときは、登記所は、その

国土調査の成果の写しに基づいて分筆又は合筆の登記をしなければならない。 

（国土調査の成果の保管） 

第二十一条 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、第十九条第二項の規定により国

土調査の成果を認証した場合においては、その国土調査の成果の写しを、それぞれ当該都道府

県知事又は市町村長に、送付しなければならない。 

２ 都道府県知事又は市町村長は、前項の規定により送付された国土調査の成果の写しを保管

し、一般の閲覧に供しなければならない。 

（街区境界調査成果に係る特例） 

第二十一条の二 第五条第四項若しくは第六条第三項の規定による指定を受け、又は第六条の三

第二項の規定により定められた事業計画に基づいて地籍調査を行う地方公共団体又は土地改良

区等は、当該地籍調査を効率的に行うため必要があると認めるときは、一の街区（住居表示に

関する法律（昭和三十七年法律第百十九号）第二条第一号に規定する街区をいう。以下この項

において同じ。）内にその全部又は一部が所在する一筆又は二筆以上の土地（当該街区外にそ

の全部が所在する土地（以下この項において「街区外土地」という。）に隣接する土地に限

る。）について、その所有者及び地番の調査並びに当該一筆又は二筆以上の土地と街区外土地
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との境界に関する測量のみを先行して行い、その結果に基づいて地図及び簿冊を作成すること

ができる。 

２ 前項の地図及び簿冊の様式は、政令で定める。 

３ 地方公共団体又は土地改良区等は、第一項の規定に基づき地図及び簿冊を作成したときは、

遅滞なく、その旨を公告し、同項の調査及び測量が行われた市町村の事務所において、その公

告の日から二十日間当該地図及び簿冊を一般の閲覧に供しなければならない。 

４ 第十七条第二項及び第三項並びに第十八条の規定は、前項の規定により閲覧に供された地図

及び簿冊について準用する。 

５ 地方公共団体又は土地改良区等は、前項において準用する第十八条の規定により送付した地

図及び簿冊（以下「街区境界調査成果」という。）について、都道府県にあつては国土交通大

臣に、その他の者にあつては都道府県知事に、政令で定める手続により、その認証を請求する

ことができる。 

６ 第十九条第二項から第四項までの規定は、前項の認証の請求があつた場合について準用す

る。この場合において、これらの規定中「国土調査の成果」とあるのは、「街区境界調査成

果」と読み替えるものとする。 

７ 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項において準用する第十九条第二項の規定により街区

境界調査成果を認証した場合においては、当該街区境界調査成果に係る土地の登記の事務をつ

かさどる登記所に、当該街区境界調査成果の写しを送付しなければならない。 

８ 登記所は、政令で定めるところにより、前項の規定により送付された街区境界調査成果の写

しに基づいて、表題部所有者（不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）第二条第十号に

規定する表題部所有者をいう。）又は所有権の登記名義人の氏名若しくは名称又は住所につい

ての変更の登記又は更正の登記をしなければならない。 

９ 前条の規定は、第六項において準用する第十九条第二項の規定により街区境界調査成果が認

証された場合について準用する。この場合において、前条中「国土調査の成果」とあるのは、

「街区境界調査成果」と読み替えるものとする。 

１０ 都道府県知事又は市町村長は、前項において準用する前条第一項の規定により街区境界調

査成果の写しの送付を受けた場合には、地籍調査以外の測量及び調査において街区境界調査成

果に係る情報の活用が図られるよう、当該情報をインターネットの利用その他の適切な方法に

より公表することその他必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

第五章 雑則 

 

（国土交通大臣、土地改良区等を所管する大臣、事業所管大臣及び都道府県知事が行う 

報告の請求及び勧告） 

第二十二条 国土交通大臣、土地改良区等を所管する大臣又は事業所管大臣は、国土調査を実施

する者に対し、随時、当該国土調査の実施に関し、報告を求め、又は必要な勧告をすることが

できる。 

２ 都道府県知事は、国の機関及び都道府県以外の国土調査を実施する者に対し、随時、当該国
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土調査の実施に関し、報告を求め、又は必要な勧告をすることができる。 

第二十二条の二 国土交通大臣、土地改良区等を所管する大臣又は事業所管大臣は、国土調査の

適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、国土調査に従事する測量業を営む者に

対し、当該国土調査の実施の状況につき、必要な報告を求めることができる。 

２ 都道府県知事は、国土調査の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、国の機

関及び都道府県以外の者が実施する国土調査に従事する測量業を営む者に対し、当該国土調査

の実施の状況につき、必要な報告を求めることができる。 

（国土調査に関係がある測量又は調査に関する報告及び資料の提出の請求） 

第二十三条 国土交通大臣、土地改良区等を所管する大臣又は事業所管大臣は、この法律に規定

するその権限の行使について必要があると認める場合においては、国土調査と関係がある測量

又は調査を行う者に対し、報告及び資料の提出を求めることができる。 

２ 都道府県知事は、第十五条に規定する事務を行うために必要があると認める場合において

は、当該都道府県の区域内における市町村その他の者で国土調査と関係がある測量又は調査を

行うものに対し、報告及び資料の提出を求めることができる。 

３ 国土調査を実施する者（第十条第二項の規定により国土調査の実施を委託された法人が国土

調査を実施する場合にあつては、その実施を委託した都道府県又は市町村。第二十六条第一項

を除き、以下同じ。）は、当該国土調査の実施のために必要がある場合においては、その調査

事項について、国土調査と関係がある測量又は調査を行う人又は法人に対して報告及び資料の

提出を求めることができる。 

（調査等に対する勧告） 

第二十三条の二 国土交通大臣は、国の機関その他これに準ずる者で政令で定めるものがその所

有又は管理する土地について地籍調査に類する調査又は測量を行う場合において、その正確さ

を確保し、又は重複を除くため必要があると認めるときは、その調査又は測量につき勧告する

ことができる。 

（国土交通大臣、土地改良区等を所管する大臣又は事業所管大臣の助言） 

第二十三条の三 国土調査に従事する測量業を営む者は、当該国土調査の実施のために必要があ

るときは、国土交通大臣、土地改良区等を所管する大臣又は事業所管大臣に対して必要な助言

を求めることができる。 

（国土交通大臣の援助） 

第二十三条の四 国土交通大臣は、国土調査を行う者（第十条の規定により国土調査の実施を委

託された者が国土調査を実施する場合にあつては、当該者を含む。）からの求めに応じて、必

要な情報及び資料の提供、国土調査の実施に関する助言を行う者の派遣又はあつせんその他必

要な援助を行うことができる。 

（報告の徴収等） 

第二十三条の五 国土調査を実施する者は、その実施のために必要がある場合においては、当該

国土調査に係る土地の所有者その他の利害関係人に対し、当該国土調査の実施に必要な事項に

関する報告又は資料の提出を求めることができる。 

（立入り） 
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第二十四条 国土調査を実施する者は、当該国土調査を実施するために必要がある場合において

は、当該国土調査に従事する者を他人の土地に立ち入らせることができる。 

２ 前項の規定により宅地又は垣、さくその他これらに類するもので囲まれた土地に立ち入らせ

る場合においては、国土調査を実施する者は、あらかじめ、当該土地の占有者に通知しなけれ

ばならない。ただし、占有者に対して、あらかじめ通知することが困難である場合において

は、この限りでない。 

３ 第一項の場合においては、国土調査に従事する者は、その旨及びその者の身分を示す証明書

を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

（立会又は出頭） 

第二十五条 国土調査を実施する者は、その実施のために必要がある場合においては、当該国土

調査に係る土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人を現地に立ち会わせるこ

とができる。 

２ 国土調査を実施する国の機関又は地方公共団体は、その実施のために必要がある場合におい

ては、当該国土調査に係る土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人に、当該

国土調査に係る土地の所在する市町村内の事務所への出頭を求めることができる。 

（障害物の除去） 

第二十六条 国土調査を実施する者は、その実施のためにやむを得ない必要がある場合において

は、あらかじめ所有者又は占有者の承諾を得て、当該国土調査に従事する者に、障害となる植

物又は垣、さくその他これらに類するものを伐除させることができる。 

２ 国土調査を実施する者は、山林、原野又はこれらに類する土地で当該国土調査を実施する場

合において、あらかじめ所有者又は占有者の承諾を得ることが困難であり、かつ、植物又は

垣、さくその他これらに類するものの現状を著しく損傷しないときは、前項の規定にかかわら

ず、所有者又は占有者の承諾を得ないで、当該国土調査に従事する者にこれらを伐除させるこ

とができる。この場合においては、遅滞なく、その旨を所有者又は占有者に通知しなければな

らない。 

（土地の使用の一時制限又は土地等の一時使用） 

第二十七条 国土調査を実施する者は、第二十八条の規定による試験材料の採取収集及び第三十

条の規定による標識等の設置のために必要がある場合においては、あらかじめ占有者に通知し

て、土地（宅地を除く。）の使用を一時制限し、又は土地（宅地を除く。）、工作物若しくは

樹木を一時使用することができる。 

（試験材料の採取収集） 

第二十八条 国土調査を実施する者は、その実施のために必要がある場合においては、あらかじ

め占有者に通知して、当該国土調査が行われる土地にある土じよう、砂れき、水又は草木を試

験材料として採取収集することができる。 

（損失補償） 

第二十九条 第二十六条第一項又は第二項の規定により植物若しくは垣、さくその他これらに類

するものを伐除させ、又は第二十七条の規定により土地の使用を一時制限し、若しくは土地等

を一時使用したために損失を生じた場合においては、これらの規定により伐除させ、又は一時
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制限し、若しくは一時使用した者は、その損失を受けた者に対して、相当の価額により、その

損失を補償しなければならない。 

２ 測量法（昭和二十四年法律第百八十八号）第二十条第二項の規定は、前項の場合に準用す

る。 

（標識等の設置及び移転） 

第三十条 国土調査を実施する者は、その実施のために必要な標識又は調査設備（以下「標識

等」という。）を設置することができる。 

２ 国土調査を実施する者は、前項の規定により標識等を設置した場合においては、遅滞なく、

当該標識等の所在地の市町村長にその旨を通知しなければならない。 

３ 標識等の敷地又はその附近で、標識等のき損その他その効用を害する虞がある行為をしよう

とする者は、当該標識等を設置した者に対し、理由を詳記した書面をもつてその標識等の移転

を請求することができる。 

４ 前項の請求に理由があると認める場合においては、当該標識等を設置した者は、これを移転

しなければならない。この場合において、その移転に要する費用は、移転を請求した者が負担

しなければならない。 

（標識等の保全） 

第三十一条 何人も移転、き損その他の行為により、標識等の効用を害してはならない。 

２ 前条第二項の規定による通知を受けた市町村長は、当該通知に係る標識等について滅失、破

損その他異状があることを発見した場合においては、遅滞なく、その旨を当該標識等を設置し

た者に通知するよう努めなければならない。 

（所有者等関係情報の利用及び提供） 

第三十一条の二 都道府県知事又は市町村長は、国土調査の実施に必要な限度で、その保有する

当該国土調査に係る土地の所有者その他の利害関係人の氏名又は名称、住所その他の所有者そ

の他の利害関係人に関する情報（次項及び第三項において「所有者等関係情報」という）を、

その保有に当たつて。 特定された利用目的以外の目的のために内部で利用することができ

る。 

２ 国土調査を実施する者は、その実施のために必要がある場合においては、関係する地方公共

団体の長その他の者に対して、当該国土調査に係る土地の所有者等関係情報の提供を求めるこ

とができる。 

３ 前項の求めを受けた者は、国の機関及び地方公共団体以外の者に対し所有者等関係情報を提

供しようとするときは、あらかじめ、当該所有者等関係情報を提供することについて第一項に

規定する所有者その他の利害関係人の同意を得なければならない。ただし、当該求めを受けた

者が地方公共団体の長である場合において、当該地方公共団体の条例に特別の定めがあるとき

は、この限りでない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

（分割又は合併があつたものとして行う地籍調査） 

第三十二条 地方公共団体（第十条第二項の規定により地籍調査の実施を委託された法人が地籍

調査を実施する場合にあつては、当該法人）又は土地改良区等は、第五条第四項若しくは第六
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条第三項の規定により指定を受け、又は第六条の三第二項の規定により定められた事業計画に

基づいて地籍調査を行うために土地の分割又は合併があつたものとして調査を行う必要がある

場合において、当該土地の所有者がこれに同意するときは、分割又は合併があつたものとして

調査を行うことができる。 

（代位登記） 

第三十二条の二 地方公共団体又は土地改良区等は、前条の規定により土地の合併があつたもの

として調査を行う場合において必要があるときは、当該土地の登記簿の表題部に所有者として

記録された者若しくは所有権の登記名義人又はその相続人に代わり土地の表題部若しくは所有

権の登記名義人の氏名若しくは名称若しくは住所についての変更の登記若しくは更正の登記又

は所有権の保存若しくは相続による移転の登記を申請することができる。 

２ 前項の登記の手続に関し必要な事項は、政令で定める。 

（地籍調査を行う地方公共団体等による登記簿の附属書類等の閲覧請求の特例） 

第三十二条の三 第五条第四項若しくは第六条第三項の規定による指定を受け、又は第六条の三

第二項の規定により定められた事業計画に基づいて地籍調査を行う地方公共団体又は土地改良

区等は、不動産登記法第百二十一条第二項ただし書の規定にかかわらず、当該地籍調査に係る

土地に関する同項の登記簿の附属書類の閲覧を請求することができる。 

２ 前項に規定する地方公共団体又は土地改良区等は、不動産登記法第百四十九条第二項ただし

書の規定にかかわらず、その行う地籍調査に係る土地に関する同項の筆界特定手続記録の閲覧

を請求することができる。 

（特別地方公共団体に関する規定） 

第三十三条 この法律中市町村又は市町村長に関する規定は、特別区又は特別区長に適用する。 

２ この法律中町村又は町村長に関する規定は、町村が設ける一部事務組合で国土調査に関する

事務を共同処理するものがある場合においては、当該一部事務組合又はその管理者に適用す

る。 

（測量法との関係） 

第三十四条 国土調査を行うために実施する測量については、この章に特別の定がある場合を除

く外、測量法の規定の適用があるものとする。 

（権限の委任） 

第三十四条の二 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところによ

り、その一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。 

（事務の区分） 

第三十四条の三 第十九条第二項から第四項まで（第二十一条の二第六項において準用する場合

を含む、第二十条第一項及び第。） 二十一条の二第七項の規定により都道府県が処理するこ

ととされている事務は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規

定する第一号法定受託事務とする。 

 

第六章 罰則 
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第三十五条 第三十一条第一項の規定に違反した者は、二年以下の懲役又は百万円以下の罰金に

処する。 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処

する。 

一 国土調査の成果をして真実に反するものたらしめる行為をした者 

二 国土調査に従事する者又はこれに従事した者で、国土調査の実施の際に知つた他人の秘密

に属する事項を他に漏らし、又は盗用した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 国土調査の実施を妨げた者 

二 第二十二条の二、第二十三条又は第二十三条の五の規定により報告又は資料の提出を求め

られた場合において、報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の記載をした報告をし、若

しくは虚偽の資料の提出をした者 

三 第二十四条の規定による立入りを拒み、又は妨げた者 

四 第二十五条第一項の規定による立会い又は同条第二項の規定による出頭を拒んだ者 

五 第二十七条の規定による土地の使用の一時制限に違反し、又は土地、工作物若しくは樹木

の一時使用を拒み、若しくは妨げた者 

六 第二十八条の規定による試験材料の採取収集を拒み、又は妨げた者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は

人の業務に関して前三条の違反行為をした場合においては、行為者を罰する外、その法人又は

人に対しても、各本条の罰金刑を科する。但し、法人又は人の代理人、使用人その他の従業者

の当該違反行為を防止するため、当該業務に関し相当の注意及び監督が尽されたことの証明が

あつたときは、その法人又は人については、この限りでない。 

 

附 則 抄 

 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

○国土調査促進特別措置法（昭和三十七年法律第百四十三号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するため、国土調査事業

の緊急かつ計画的な実施の促進を図り、もつて国民経済の健全な発展に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第二条 この法律で「国土調査事業」とは、次に掲げる調査の事業をいう。 
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一 国土調査法（昭和二十六年法律第百八十号）第二条第二項に規定する地籍調査の基礎とす

るために行う土地及び水面の測量（このために必要な基準点の測量を含む。）並びに土地分

類調査の基準の設定のための調査に係る基本調査で、国の機関又は都道府県が行うもの 

二 国土調査法第二条第三項に規定する土地分類調査又は同条第五項に規定する地籍調査で、

地方公共団体又は土地改良区その他の政令で定める者が行うもの 

（国土調査事業十箇年計画） 

第三条 国土交通大臣は、国土審議会の意見を聴いて、国土の総合的な開発及び保全並びにその

利用の高度化に資するため緊急に国土調査事業を実施する必要があると認める地域について、

令和二年度以降の十箇年間に実施すべき国土調査事業に関する計画（以下「国土調査事業十箇

年計画」という。）の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

２ 国土調査事業十箇年計画は、土地基本法（平成元年法律第八十四号）第二十一条第一項の土

地基本方針に即し、かつ、防災に関する施策、社会資本の効率的な整備に関する施策、都市の

健全な発展と秩序ある整備に関する施策その他の関連する施策との連携が図られるとともに、

国土調査事業の迅速かつ効率的な実施が確保されるように定めなければならない。 

３ 国土調査事業十箇年計画には、前条第二号に規定する土地分類調査については、同条第一号

に規定する基本調査又は同条第二号に規定する地籍調査と相まつて特に緊急に実施することを

必要とするものに限り、定めるものとする。 

４ 国土調査事業十箇年計画には、国土調査事業の迅速かつ効率的な実施を図るための措置に関

する事項を定めるとともに、政令で定めるところにより、十箇年間に実施すべき国土調査事業

の量を定めなければならない。 

５ 国土交通大臣は、第一項の規定により国土調査事業十箇年計画の案を作成しようとするとき

は、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するとともに、関係都道府県の意見を聴かなければ

ならない。 

６ 国土交通大臣は、国土調査事業十箇年計画について第一項の規定による閣議の決定があつた

ときは、遅滞なく、これを公示するとともに、関係都道府県に通知しなければならない。 

７ 前各項の規定は、国土調査事業十箇年計画を変更しようとする場合について準用する。 

（国土調査法の適用） 

第四条 国土調査事業十箇年計画に基づいて実施する国土調査事業については、この法律に定め

るものを除くほか、国土調査法の規定の適用があるものとする。この場合において、国土調査

事業十箇年計画に基づいて実施する第二条第二号に規定する地籍調査に関しては、同法第六条

の三第一項中「前条第一項」とあるのは「国土調査促進特別措置法（昭和三十七年法律第百四

十三号）第三条第六項」と、「特定計画」とあるのは「国土調査事業十箇年計画」と読み替え

て、同条の規定及び同条に係る国土調査法の規定を適用する。 

（国土調査事業十箇年計画の実施） 

第五条 政府は、国土調査事業十箇年計画を実施するため必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 抄 
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（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（特定計画に関する規定の不適用） 

２ 国土調査法第六条の二の規定は、昭和三十八年四月一日以後この法律の存続する間、適用し

ない。 

３ 昭和三十八年四月一日前に国土調査法第六条の二の規定に基づき作成された特定計画は、同

年三月三十一日限り廃止されたものとし、当該特定計画に係る同法第二条第五項に規定する地

籍調査については、同法第六条の三、第六条の四及び第九条の二の規定並びにこれらの規定に

係る同法の規定は、同年四月一日以後は、適用しない。 

 

 

 

○不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）（抄） 

 

（筆界特定の申請） 

第百三十一条（略） 

２ 地方公共団体は、その区域内の対象土地の所有権登記名義人等のうちいずれかの者の同意を

得たときは、筆界特定登記官に対し、当該対象土地の筆界（第十四条第一項の地図に表示され

ないものに限る。）について、筆界特定の申請をすることができる。 

３～５ （略） 

 

 

 

 

○地籍調査作業規程準則（昭和三十二年総理府令第七十一号）（抄） 

 

（現地調査等の通知） 

第二十条 地籍調査を実施する者（法第十条第二項の規定により国土調査の実施を委託された法

人が国土調査を実施する場合にあつては、その実施を委託した都道府県又は市町村。以下この

条及び次条において同じ。）は、調査図素図、調査図一覧図及び地籍調査票の作成の終了時期

が明らかとなつたとき又はその作成を終了したときは、現地において行う一筆地調査（以下

「現地調査」という。）に着手する時期を決定し、現地調査を実施する地域内の土地の所有者

その他の利害関係人又はこれらの者の代理人（以下「所有者等」という。）に、実施する地域

及び時期並びに調査への立会いをすべき旨を通知するものとする。 

２ 地籍調査を実施する者は、前項の通知を受けた土地の所有者等が、遠隔の地に居住している

ことその他の事情により、現地以外の場所において現地に関する図面、写真その他資料（第二

十三条の二第一項及び第三十条第二項において「図面等」という。）を用いて行う一筆地調査

（以下「図面等調査」という。）の実施を希望する旨を申し出た場合において、地籍調査を効
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率的に実施するため必要があると認めるときは、当該所有者等に、現地調査に代えて図面等調

査を実施する旨及び調査の実施に必要な事項に関する報告又は資料の提出をすべき旨を通知す

るものとする。 

３ 地籍調査を実施する者は、土地の勾配が急であることその他の事情により、現地調査を実施

することが適当でないと認める場合において、調査図素図、調査図一覧図及び地籍調査票の作

成の終了時期が明らかとなつたとき又はその作成を終了したときは、図面等調査に着手する時

期を決定し、第一項の通知に代えて、図面等調査を実施する地域内の土地の所有者等に、実施

する地域及び時期並びに調査の実施に必要な事項に関する報告又は資料の提出をすべき旨を通

知するものとする。 

（筆界の調査） 

第三十条 筆界は、登記簿、登記所地図、登記簿の附属書類（不動産登記法第百二十一条第一項

の登記簿の附属書類をいう。）、筆界特定手続記録その他の資料の内容、地形及び地物の状

況、慣習その他の筆界に関する情報（以下「筆界に関する情報」という。）を総合的に考慮

し、かつ、土地の所有者等の確認を得て調査するものとする。 

２ 図面等調査を行う場合においては、筆界に関する情報を総合的に考慮し、当該筆界の現地に

おける位置と推定される位置を図面等に表示したもの（以下「筆界案」という。）を作成し、

これを用いて前項の確認を求めるものとする。 

３ 土地の所有者等のうちに所在が明らかでない者（以下この項において「所在不明所有者等」

という。）がある場合で、かつ、所在が明らかな他の所有者等による第一項の確認を得て筆界

案を作成した場合においては、地籍調査を行う者が通常用いる公示の方法により、当該筆界案

を作成した旨を公告し、その公告の日から二十日を経過しても当該所在不明所有者等から意見

の申出がないときは、当該所在不明所有者等による第一項の確認を得ずに調査することができ

る。 

４ 土地の所有者その他の利害関係人及びこれらの者の代理人の所在がいずれも明らかでない場

合で、かつ、地積測量図（不動産登記令（平成十六年政令第三百七十九号）第二条第三号の地

積測量図をいう。）その他の筆界を明らかにするための客観的な資料を用いて関係行政機関と

協議の上、筆界案を作成した場合においては、地籍調査を行う者が通常用いる公示の方法によ

り、当該筆界案を作成した旨を公告し、その公告の日から二十日を経過しても当該所有者その

他の利害関係人及びこれらの者の代理人から意見の申出がないときは、当該所有者その他の利

害関係人及びこれらの者の代理人による第一項の確認を得ずに調査することができる。 

５ 第一項、第三項又は前項の規定に基づき調査することができないときは、調査図素図の当該

部分に「筆界未定」（街区境界調査にあつては「街区境界未定」）と朱書するものとする。 


